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第１章　調査概要　

１－１　調査団派遣の経緯

　2006 年 11 月 21日にネパール連邦民主共和国（以下、「ネパール」と記す）政府とマオイスト

の間で包括的和平合意が成立し、マオイストによるいわゆる「人民戦争」として始まった過去11

年に及ぶ紛争に正式に終止符が打たれた。2度にわたり延期されたものの、2008年4月10日に制

憲議会選挙が実施され、新憲法制定、総選挙、新政府樹立と和平プロセスが今後進んでいくこと

が期待されている。

　国際社会はネパールにおける和平プロセスの進展を歓迎しており、国際連合ネパール支援団

（United Nations Mission in Nepal：UNMIN）を中心に各ドナーが協調しつつ武器管理や選挙支援

を行ってきた。日本政府も、

・国際連合平和維持活動（PKO）法による軍事監視要員派遣（自衛官）

・独立行政法人国際協力機構（JICA）を含むODAのバイ枠組みにおける平和構築支援案件の実

施

を通じて、和平プロセスを支援してきた。

　ODA分野においては、平和構築に特化した短期的な支援として制憲議会選挙支援を重点としな

がらも、法整備、治安の確立等の分野における支援を検討するとともに、ネパール紛争の構造的

要因である経済格差や貧困削減を支援するため、中長期的には地方開発、復興支援に資する協力

を実施していくことが方向性として示され、協力の可能性についてイシューごとに検討が進めら

れている。

　地方開発、復興支援に関しては、このあと現地にてネパール政府との協議が進み、①25～75m

の小中規模橋梁 268 橋（一般無償）、②その他小規模インフラ復旧 / 整備（開発調査）が 2007 年

度に日本政府に要請された。

　このような状況を踏まえ、ネパールにおけるコミュニティインフラ、特に橋梁整備に係る協力

可能性を検討するために本プロジェクト形成調査を実施することとした。

１－２　調査の目的

　本プロジェクト形成調査は、ネパールにおけるコミュニティ橋梁整備への協力可能性を検討す

るために、平和構築に係る配慮に基づいたうえで、

（1）ネパール内での橋梁整備優先地域の絞り込み、絞り込んだ地域における橋梁のインベント

リー調査

（2）ネパール側の橋梁建設及び施工管理技術

（3）事業実施に係るネパール政府の人的財政的負担能力

等を確認・検討することを目的に実施した。

　また、2008 年 4月 10 日に制憲議会選挙が実施されたことを受け、民主化・平和構築支援分野

における協力の進め方等について大使館、JICA 事務所等と協議した（調査団の提言は別紙１参

照）。
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１－３　調査団の構成

１－４　調査日程

　別紙２参照。

１－５　主要面談者

　別紙３参照。

１－６　団長所感

　地方インフラの整備がアジア開発銀行（ADB）、世界銀行、スイス開発協力庁（SDC）英国国

際開発省（DFID）などの援助機関によりネパール全国75郡で既にスタートしている。地方開発

省地方インフラ開発農道局（DOLIDAR）は既に75郡の地方道路マスタープランを作成しており、

2007年にはその改定版も策定済みである。地方インフラ整備では地方道路（District Road）の整

備が急務とされており、今回調査を実施したシンズリ郡でもSDC資金により地方道路の拡幅工事

が郡開発委員会（DDC）を通して沿道の住民参加により行われている。住民参加はDDCの指導

の下、Village Road Committee （VRC）が組織され当該道路沿線に生活している社会的弱者や貧

困層の人々が優先的に選出され、工事に参加し、その対価として現金を受け取っている。このシ

ステムは平和構築の視点からも評価できるとともに、オーナーシップの涵養に役立つ。

　現地踏査を実施したシンズリ郡の 3路線はいずれもシンズリ道路に接続する地方道路であり、

前述のマスタープランのなかで優先度の高い路線である。そのうち2路線では乗合バスが運行し

ているものの、道路の状況が良好な一定区間のみであり、他の路線は道路幅員が十分でないため

トラクターのみの通行となっている。交通量は少なくヒアリングによると雨期期間では通過日数

が限られ生活に不便を来しており、特に河川横断箇所では全く交通不可能な期間もあるとのこと

であった。自動車交通の障害となっているのは、道路の幅員不十分なことや舗装が極端に貧弱な

ことに加えて、河川横断箇所に橋梁を含めて横断構造物がほとんどないことに起因しており、こ

れが最大のネックであると考えられる。調査対象道路ではSDC資金により道路の拡幅や砂利舗装

が進展していることから、河川横断構造物の構築が強く望まれているので、その援助効果は大き

いと想定される。

　一般的に河川横断構造物には橋梁をはじめとしてボックスカルバートやコーズウェイ（潜水橋）

があり、なかでも橋梁の建設が最もコストが高い。地方道路の現状や現在の交通量を考慮すると、

地形的条件からやむを得ない場合を除いて橋梁の建設は極力避けるべきであり、ネパールの要請

書にあるような100ｍ級の橋梁はコーズウェイで対処すべきと考える。現地踏査した3路線では

橋梁の建設が必要箇所はそれほど多くないと予想された。
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　現地建設現場視察やDOLIDAR、DDCの技術者及びネパールコンサルタントのキャパシティを

調査して判断するところ、河川横断構造物のうち、60ｍを超えるスパンをもつ橋梁を除いた構造

物はネパールの国内コンサルタント及び建設会社により設計、施工管理が可能である。

　一方DDCの下部にある地方技術事務所（DTO）には基本的にChief Engineer（1名）、Engineer

（2～ 3名）、Sub-Engineer（3～ 4名）、Assistant Engineer（3～ 4名）が配置されており、地方道

の整備工事対応としてまずまずの陣容と思われる。また地方インフラ整備予算は分権化の流れの

なかで 2003 年ごろに比較して大幅に増大している。

　橋梁を含む河川構造物インベントリー調査はシンズリ地域を中心に5郡とし、各郡3路線程度

（1路線15～ 20km程度）を対象としており、調査路線合計は12である。そのうち最も援助効果

が大きく、環境に与える影響が小さくなおかつ技術的に難易度が低い1～2路線を選定し、コミュ

ニティ開発支援無償スキーム適用を検討することが望ましい。その場合、対象路線の道路土工事

がほぼ完了あるいは完了の見通しが明確であることが重要な条件のひとつであるとともに住民参

加を平和の配当と位置づけてプロジェクトを実施する姿勢（今回、現地視察したシンズリ郡にお

けるSDCによる道路整備工事は好事例）が肝要となる。また更には技術移転にも留意することが

援助効果の視点から求められる。なお1～2路線の成果をみたうえで、他の路線へのコミュニティ

開発支援無償適用を拡大していくとともに、技術移転の要素も拡大することを視野に青年海外協

力隊（JOCV）の投入も考えられる。

　なお、資材供与型支援は、支給材料が有効に、時宜を得て適切に使用されるかどうか、不安が

残る。

　援助対象地域の道路改良工事ではスケジュールが遅滞傾向にあるものの、SDC や世界銀行、

ADBの援助により、地方道路改良工事が平和構築の一環として着実に進展しているとの印象を強

くした。したがって、わが国も時期、タイミングを逸することなく他のドナーの動きや協調に配

慮しながら復興援助の手を差しのべることが強く望まれている。
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第２章　調査結果

２－１　地方インフラ整備を支援する妥当性

２－１－１　平和構築・復興支援の観点からみた妥当性

　紛争期間に停滞、あるいはダメージを受けた地方部の復興は、ネパールの安定を考えるうえで

重要な課題であり、ネパールにおいては国内格差が問題となっているため、その是正という観点

からも、地方の開発は重要である。道路等インフラについては、そもそも紛争前から地方におい

ては開発が遅れていたのが、紛争により更に開発が停滞したうえ、破壊されたものもある。国内

の道路ネットワークを構築し、国としての一体化を強化するためにも、これら地方部のインフラ

の開発は、ネパールの平和構築を考えるうえでも重要である。

　また、コミュニティ開発等の取り組みについては、紛争中や紛争後に非政府組織（NGO）等を

中心に進められてきていたが、これら個別に進められてきたコミュニティ開発を、標準化・シス

テム化し、地方政府がコミュニティに対して公共サービスを提供できるようにしていくことが喫

緊の課題となっている。国民は、自分たちにサービスを提供してきたのは政府ではなく支援団体

であるという意識をもっているので、それを、今後進む民主化プロセスに合わせて、自分たちが

参加して選んだ政府が、自分たちへの公共サービスを提供しているという認識をもっていくこと

が、中長期的な国家の安定には不可欠である。本案件のように、地方部において協力を展開する

際には、可能な限り地方政府やコミッティーと協力し、技術面はもちろんのこと、これら組織の

行政能力の強化も図ることで、ネパールの中長期的な平和構築に貢献できると考えられる。

２－１－２　ネパール政府上位計画（暫定 3 ヵ年計画）との整合性　

　地方開発に関し、2007年 8月～ 2009年 10月の暫定3ヵ年計画では、社会的弱者に配慮したう

えで住民参加型の開発プログラムを積極的に推進し、効果的な公共サービスの提供に努めること

としている。主なプログラムとしては地方インフラ整備のほか、地方政府の能力向上、住民参加

推進、地方経済開発などのプログラムがあげられているがこれらプログラム間の優先順位づけは

なされていない。

　地方インフラ整備に関しては、計画期間中に、道路改良（7,000km）、道路維持管理（1 万

2,000km）、東部道路建設（2,000km）、橋梁建設（11km）、吊り橋建設（1,000 ヵ所）、吊り橋改修

（71 ヵ所）、吊り橋維持管理（3,500 ヵ所）、水道整備（800 ヵ所）、ゴミ処分場造成（12ha）を実

施することとしており、ほかに道路、小規模灌漑、小水力発電、ゴミ処分場等の計画策定を推進

することとなっている。計画予算は地方政府への交付金（172億4,000万NRs）を除き160億8,000

万 NRs1 と地方開発予算の約 3 割を占める。

　以上のように、地方インフラ整備はネパール政府国家開発計画においても高い優先度を有す

る。

２－１－３　地方インフラ整備計画との整合性　

　国家計画委員会（NPC）は地方インフラ整備計画について2007年 2月、地方インフラ再建・復

1　160億8,000万NRsは3ヵ年の合計値であるので、年間平均53億6,000万NRs。参考までに2006/2007年の開発支出は537億3,100

万NRs（出典 /暫定3ヵ年計画）。
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興投資計画（RIRRIP）を取りまとめ、2008 ～ 2010年の 3ヵ年間におけるインフラ整備に必要な

資金の調達について検討を行っている。これを表２－１に示す。

インフラ分野

地方道路（橋梁を含む）

上水道・公衆衛生

灌漑・河川整備（防災を含む）

電　気

通　信

公共施設・建物

地方空港

その他地方インフラ整備

合　計

USドル換算（100万ドル）

利用可能な資金

（B）

9,168

3,842

2,870

1,960

0

0

0

360

18,200

260

差　額

（A－B）

24,003

4,856

5,266

4,137

637

644

286

109

39,937

571

必要な資金

（A）

33,171

8,698

8,136

6,097

637

644

286

469

58,137

831

表２－１　地方インフラ整備に必要な資金調達額

（単位：100万NRs）

1

2

3

4

5

6

7

8

　表２－１に示すように、地方インフラ整備の優先度は上から順次、地方道路、上水道・公衆衛

生等となっており、特に、地方道路整備が大きな資金を必要とし、全体の57％を占めており、地

方道路整備支援は地方インフラ整備計画とも整合性を有する。

２－２　優先して支援すべき地域選定の考え方

　支援対象地域は無償資金協力を実施中の「シンズリ道路建設計画」が通過するカブレ郡、シン

ズリ郡、マホタリ郡に加えシンズリ道路にほぼ直接接続する路線を有するラメチャップ郡、シン

ズリ道路が開通した場合タライ平野へのアクセスが飛躍的に改善するシンドゥパルチョーク郡を

対象とすることを提案する。マホタリ郡はヒルエリアに比して軽視されてきたという指摘もあり、

治安面のリスクがあるためできる範囲での対応となるが、紛争予防の観点からも調査対象として

含めることとする。

　聞き取りの結果、郡により地方技術事務所（DTO）の技術者の意欲、能力にばらつきがあるこ

とが想定され、プロジェクトの実施段階では、条件の整った郡を優先する必要がある。

　上記5郡を対象としたプロジェクトが成功した場合、長期的には全国を対象として支援を展開

していくことが望ましいが、マオイスト発祥の地であり、最も紛争の影響を受けた中西部地域、

現在治安状況が不安定で紛争の火種となることが懸念されている東タライ平野など、候補となる

地域はあげられるが、その時点での政治･治安状況を踏まえ、改めて地域選定を行うべきである。

〈5郡を選定した理由〉

● 実施中無償案件との相乗効果が期待でき、日本の貢献、顔の見える援助となる。

● 栄養状態から評価したNepal Poverty Map によるとシンズリ郡、ラメチャップ郡は特に貧困が

深刻な状態にある（データは付属資料１参照）。
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● 当該地域はシンズリ郡を中心にマオイスト紛争の影響が強く、開発が遅れている（データは付

属資料１参照）。

・シンズリ郡全域、ラメチャップ郡・マホタリ郡の一部で村落開発委員会（VDC）の建物が被

害を受けている〔国際連合人道問題調整事務所（OCHA）データ〕。

・中西部よりは数が少ないもののカブレ郡、シンズリ郡では紛争による死者が多い（OCHA

データ）。

・シンズリ郡、カブレ郡では紛争によるインフラ被害が顕著（OCHA データ）。

● シンズリ郡、シンドゥパルチョーク郡、カブレ郡、ラメチャップ郡はアジア開発銀行（ADB）

が、マホタリ郡は世界銀行が、スイス開発協力庁（SDC）がシンズリ郡、カブレ郡でそれぞれ

道路整備を支援していることから、同一路線にて他ドナーの住民参加型整備では対応が難しい

河川横断部の改良等を日本が支援することにより、一体的な効果の発現が見込まれる。

　そのほか、調査団派遣の条件となる、アクセス及び治安状況は次のとおり。マホタリ郡につい

ては慎重を期す必要があるが、他の3郡については、現状特段問題なく事業を実施することがで

きる（データは付属資料１参照）。

● 2007年1年間の事件発生数及びゼネスト発生状況（OCHAデータ）からはマホタリ郡を除き、

平穏といえる。

● 2007 年の支援事業に対する妨害件数（OCHA データ）はシンズリ及びカブレ郡では皆無、ラ

メチャップ郡では 1 ～ 3 件、マホタリ郡では 7 ～ 10 件発生している。

● 外務省渡航情報では4郡とも「渡航の是非を検討してください」、UNセキュリティフェーズで

はマホタリ郡がフェーズⅢ、その他はフェーズⅠ。

● 各郡とも車両によるアクセスが可能。

２－３　支援の基本方針

２－３－１　整備方針

　調査対象地域では先方政府や他ドナーにより道路部分の整備が進んでいることが確認された

が、費用がかさみ、現地住民の労働力提供だけでは技術面から施工が困難な河川横断部分の整備

が取り残され、公共バス等が運行できず整備効果の発現が部分的なものにとどまっている。

　ネパール政府の要望は横断が困難となる雨期も含めた通年通行が可能となるように橋梁を新規

に建設することであるが、巨大な転石が点在するサイトでは莫大な費用がかかる長大な橋梁建設

が必要となり、費用対効果のバランスが現状予想される交通量では釣り合わない。

　河川横断部を現地で採用されているコーズウェイ等の低コスト工法で改良するだけでは雨期に

集中豪雨が発生した場合には数日間は車両でも通行が不能となるが、通年にわたって渡河しやす

くなり、徒歩や公共バス等による地域住民の移動が容易になる。このことにより、特に就学児童

や老人が都市部の公共サービス（学校、病院等）へアクセスできるようになる、農産物が市場に

出荷できるようになるといった大きな効果が期待できる。

　以上を踏まえ、次の整備方針を提案する。また、プロジェクト内容に鑑み、案件名を「コミュ

ニティアクセス改善プロジェクト」とすることが適当である。

・「シンズリ道路整備計画」の支援道路として位置づけられる路線を対象とする。

・住民参加型のみでは技術的に施工が困難な河川横断部分の改良を支援する。
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・先方政府や他ドナーにより道路部分の整備がなされている、若しくは数年以内に整備される

路線を対象とする。

・現地業者が施工できる工法を採用する（コーズウェイ、ボックスカルバート、短スパンの橋

梁等）。

　その他として以下の点にも留意する。

・他ドナーの事例も参考に、郡開発委員会（DDC）や DTOへの技術協力を可能な範囲で実施す

る。

・プロジェクト開始前には Public Hearing を実施し、当該路線を選定した理由や工事内容、地元

住民にどのようなベネフィットがあるか等を説明し、理解を得る。

・現地業者に工事を発注するとしても地域住民の Income Generation 確保、特に貧困層へ裨益す

るよう配慮する。

２－３－２　整備対象路線選定の考え方

  各郡のDistrict Transport Master Plan （DTMP）には多くの道路・橋梁整備計画が含まれており、

整備優先順位のつけ方は予算面の制約を考慮しておらず、この優先順位に従ってプロジェクト形

成を行うことは不適当と判断した。このため、本調査では整備対象とする路線の優先順位のつけ

方について、地方開発省地方インフラ開発農道局（DOLIDAR）や各郡のDDCの技術者・関係者

と協議したうえで、1 郡当たり優先度の高い 3 つ程度の路線を選定した。

　路線の選定にあたっては、以下の基準に基づき選定するものとした。

（1）シンズリ道路に対するフィーダー道路の役割を有する路線。

（2）道路が既に整備されている、又は 2、3 年以内に整備される路線。

（3）沿線人口及び裨益人口の多い路線。

（4）環境社会配慮の観点から問題のない路線。

　ただし、シンズリ道路に近接し密接な関係を有するカブレ郡、ラメチャップ郡、シンズリ郡の

3郡においては整備優先道路をそれぞれ 3本選定するものとしたが、シンズリ道路から遠隔地に

あり影響の小さいと考えられるシンドゥパルチョーク郡は2路線、治安に不安のあるマホタリ郡

は 1 路線だけを選定した。

　次に、各郡において選定されたそれぞれの3本の道路に対し、更に上記の評価 4項目をそれぞ

れの道路に照らし合わせ、最も満足する度合いに応じて順に優先度Ⅰ、優先度Ⅱ、優先度Ⅲとし

て順位のランクづけを行った。

　上述した各郡における整備優先順位の高い3本の路線及び各優先度Ⅰ、Ⅱ、Ⅲを示す図面を添

付するが、分かりやすいように各図面番号を以下の表２－２に示す。
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郡　名

シンドゥパルチョーク

カブレ

ラメチャップ

シンズリ

マホタリ

優先順位の路線本数

2本

3本

3本

3本

1本

整備優先順位の高い路線の図面

図２－１

図２－２

図２－３

図２－４

図２－５

表２－２　各郡と図面番号の対照表

　本調査団は時間の制約からカブレ郡とシンズリ郡の2郡のみ現地調査を実施し、現地状況をつ

かむにとどまった。対象5郡のインベントリー調査は別途現地コンサルタントが実施することと

した。

　現地コンサルタントが本調査団の意向を踏まえ、効率的、迅速・的確に調査を行えるよう、本

調査団は現地の状況に合わせたインベントリーのフォーマット化、調査の実施法などを指導する

とともに、実際現地にて記入方法なども On the Job Training（OJT）にて指導した。
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２－３－３　支援スキーム

　本案件の支援スキームとしては、一般プロジェクト無償のうち①本邦建設業者による建設型、

②資機材調達型、そして③コミュニティ開発支援無償の3つのタイプが考えられ、どのスキーム

が本案件に適切なのか以下に検討を行った。

・一般無償建設型

　日本からの援助としては最も一般的なスキームであり、相手国にとっても受入れやすい援助

形態のため、多くの実績を有している。

・一般無償資機材調達型

　これは、日本から相手国側に資機材が供与されたのち、相手国の技術者が中心になって建設

するスキームである。相手国技術者の技術力、相手国政府の行政能力、資金の一部負担などが

必要となり、相手側にその能力が具備されていることが前提となる。

・コミュニティ開発支援無償

　本スキームは現地仕様による設計・施工を採用し、現地コンサルタント・現地業者を積極的

に活用することが特徴となっている。

　本案件は次の理由からコミュニティ開発支援無償が最も適切と考えられる。

〈コミュニティ開発支援無償を採用する理由〉

・大河川の渡河に対しては大型橋梁として日本の建設業者の高い技術力を活用できる一般無償

建設型の採用が一般的であるが、本案件は大河川に対してはコストが小さく、技術力を必要

としないコーズウェイによって対処する方針であり、必ずしも一般無償建設型を適用する必

要はない。

・一般無償資機材型はカウンターパートの技術力、行政能力が問われるが、本案件のカウン

ターパートであるDOLIDARは技術者不足であり、かつ発足してから月日の浅い組織のため

行政能力・組織力が著しく貧弱である。したがって、資機材型の採用は困難である。

・本件は高い技術力を必要としない橋梁やコーズウェイの建設をめざしているので、現地仕様

による設計・施工を採用することが可能であり、コミュニティ開発支援無償のスキームを活

用し得る。

２－４　ネパール地方道路整備計画と主要ドナーの支援について

２－４－１　スイス開発協力庁（SDC）支援による DRSP と DTMP について

（1）SDC が支援する DRSP について

　　ネパールにおける地形的制約や地すべり、洪水などによる自然災害により道路・橋梁整備

は困難を来し極めて遅れている。急峻で脆弱な山々における地方道路整備は難工事、高コス

ト、低便益という障害を抱え遅々として進んでいないのが現状である。

　　世界銀行、ADB、欧米先進国の援助機関は著しく遅れたこの地方道路整備に対し、長年支

援してきているが、特に、SDCはネパールの中央官庁DOLIDAR及び地方自治体のDDCや

VDCなどと協力し合い、コミュニティ参加型による道路整備を実施している。これは大型建

設機械を用いず、LEP手法を導入し、地域住民の参加により新たな雇用をもたらす事業形態

による支援活動である。

　　SDC は、この LEP 手法を取り入れた DRSP を策定し、カトマンズの東側にある 6 つの郡
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に対し、住民参加によって地方道路を整備する。対象とする郡はシンドゥパルチョーク、カ

ブレ、ラメチャップ、シンズリ、ドラカ、オカルデュンガの 6つの郡である。そのうち下線

の 4 郡は本件調査対象の郡でもある。

　　LEP手法は現地住民の雇用を新たに生み出し、恵まれない女性たちや貧しい地域共同体を

活性化し、更にローカル資源の有効活用を可能としたといわれている。その一方で、岩石の

多い地質を有した道路建設は著しく工程が遅延し、更に幅員が狭い、曲線半径が小さいなど

の基本的な設計条件も守れない工区も出現し、人力による道路建設にも限界があることを知

らしめた。

　　調査対象 5 郡の既存道路網を図２－６に示し、表２－３に SDC による DRSP の概要を示

す。

期　 間

1999年 4月～2002年 3月

（3ヵ年）

2002年 4月～2006年 6月

（4ヵ年1/4）

2006年 7月～2010年 7月

（4ヵ年）

　事業費

不　明

3億 1,800万NRs

5億 8,200万NRs

　事業の内容

各郡のDTPP、DTMPの策定

地方道新設・改修　375.6km

地方道新設・改修　228km

農道新設　44km

村道新設・改修　230km

その他道路新設　168km

表２－３　SDCによるDRSPの概要

DRSP

PhaseⅠ

DRSP

PhaseⅡ

DRSP

PhaseⅢ





－ 17 －

（2）各郡の DTMP の策定

　　DRSP Phase Ⅰにおいて、SDC はフランスのコンサルタント 2 社を雇用し、3 ヵ年を費や

し、調査対象の6郡について地方道の将来計画を策定している。大きく分けると以下の2つ

の将来道路計画を策定している。

・DTPP 将来 20 年間を目標とした将来計画

・DTMP 将来 5 年間を目標とした将来計画

　　DTPPは各郡における将来20年後の地方道路の整備のあり方、将来地方道ネットワークを

策定したものであるが、その道路整備のなかでも更に緊急整備案件として、今後5年間に整

備する必要性が高い地方道路を選定し、緊急地方道路整備計画を策定しDTMPとして取りま

とめた。

　　DTMPにおける地方道の緊急道路の選定にあたっては、以下のような評価項目を設定し、

そのうえで各道路の評価を行い整備優先順位のランクづけをしている。

・ 多くの住民が利用する路線

・ マーケット、学校、municipality、集会所など公共施設への利用が高い路線

・ 孤立した村落が開放される路線

・ 建設費が小さく、経済効果の高い路線

・ 環境社会配慮に支障のない路線

　　上記のDTPP及びDTMPは2001年に策定業務が完了し、報告書が各郡のDDCに配布され

ている。その後 5 年間を経過し、DRSP Phase Ⅱのプログラムのなかで地方道の建設は一部

実施されたものの、DTMPに示されたすべての緊急道路が整備されたわけではない。このた

め、SDCは現地コンサルタントを雇用し、DTMP（2001年版）を見直し、新たにDTMP（2007

年版）を作成した。

　　DTMP（2007年版）はボトムアップ手法を用いて策定したもので、これは多くのステーク

ホルダーの意見や要望を取り入れ、これを計画のなかに反映させようとする手法である。す

なわち、現地調査を実施し、マスタープラン策定に欠かせない社会・経済の基本データの収

集を行い、各郡におけるDDC、VDCなどから意見・要望を聴取し、これらの情報を分析し、

最後に道路ネットワークのなかに取り込むという作業を経て、新たなDTMP （2007 年版）

が策定された。

　　DTMP（2001年版）は時間をかけて膨大なデータを分析し、それを多数の図面のなかに反

映させ、非常に見やすく分かりやすい。先進国コンサルタントの技術力を垣間みることがで

きる。しかし、DTMP（2007年版）には図面もほとんどなく、2001年版に比べかなり見劣り

がする。おそらく限られた時間と予算の関係、及び外国コンサルタントと現地コンサルタン

トの技術力の差もあったのではないかと思われる。さらに、対象地域の 6 郡はそれぞれ異

なった現地コンサルタントによって策定されているため、それぞれ6郡の報告書は内容にレ

ベルの差が読み取れる。

　　なお、マホタリ郡はDRSPの調査対象範囲から外れているため、同郡のDTPP及びDTMP

は策定されていない。
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（3）各郡における既存道路と DRSP Ⅱ及び DTMP（2007 年版）

　　次に、各郡における既存道路とDRSPⅡ及びDTMP（2007年版）の図面を添付するが、分

かりやすいように各図面番号を以下の表２－４に示す。

　　なお、DRSPⅡというのは、DRSP PhaseⅡの期間内における地方道路の建設を明示したも

のである。

郡　名

シンドゥパルチョーク

カブレ

ラメチャップ

シンズリ

マホタリ

　DTMPの図面

図２－８

図２－10

図２－12

図２－14

　既存道路とDRSPⅡの図面

図２－７

図２－９

図２－11

図２－13

表２－４　各郡と図面番号の対照表

DRSP対象地域外のため図面なし
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２－４－２　主要ドナーが支援する地方道路整備プロジェクトについて

　地方道路整備に関しては、それぞれドナーが支援する 4 つのプログラムで全 75 郡をカバーし

ている。

（1）Rural Access Improvement and Decentralization Project (RAIDP): WB (30)

　　Udayapur, Saptari, Siraha, Bara, Parsa, Rautahat, Sarlahi, Mahottari, Dhanusha, Dhadhing,

Nuwakot, Rasuwa, Makwanpur, Palpa, Syangja, Kaski, Tanafu, Kapilvastu, Rupandehi, Nawalparasi,

Arghakahanchi, Gulmi, Salyan, Dang, Pyutan, Surkhet, Banke, Bardiya, Kailali, and Kanchanpur

（2）Rural Access Program (RAP): DFID (7)

　　Shankhuwasabha, Bhojpur, Terhathum, Khotang, Dailekh, Doti and Achham

（3）Decentralized Rural Infrastructure and Livelihoods Project (DRILP):ADB (18)

　　Taplejung, Solukhumbu, Okhaldhunga, Ramechhap, Gorkha, Lamjung, Baglung, Myagdi, Jajarkot,

Kalikot, Mugu, Humla, Dolpa, Jumla, Baitadi, Darchula, Bajhang and Bajura

（4）Rural Reconstruction and Rehabilitation Sector Development Program (RRRSDP): ADB (20)

　　Dhankuta, Ilam, Jhapa, Morang, Panchathar, Sunsari, Bhaktapur, Chitwan, Dolakha, Kavre,

Kathmandu, Lalitpur, Sindhuli, Sindhupalchowk, Manang, Mustang, Parbat, Rolpa, Rukhum and

Dadeldhula

２－５　調査対象地域における地方インフラ整備状況　

２－５－１　地方インフラ整備の現状

　世界銀行、ADBなどの主要ドナーはネパールの地方分権化を抜本的に進めるため、同国に働き

かけ、DOLIDARを設立させて、地方インフラ整備の支援を積極的に行ってきた。しかし、同国

は急峻な山岳地帯を有しているため、整備にあたって高コスト、低便益、難工事を伴うこと、先

進国や主要ドナーの援助疲れなどもあり、なかなか整備が進んでいないのが現状である。

　なお、地方インフラ整備の現状の記述にあたっては「District Profile of Nepal 2007/8」を主な

出典先としている。

（1）調査対象郡の主要データ

　　本件の調査対象における 5 郡の概要は表２－５のとおりである。

表２－５　調査対象 5郡の人口・面積などの概要

面　積

（km2）

2,542

1,396

1,546

2,491

1,002

8,977

147,181

人口密度

（人 /km2）

120

276

137

112

552

194

154

人　口

305,857

385,672

212,408

279,821

553,481

1,737,239

22,736,934

郡　名

シンドゥパルチョーク

カブレ

ラメチャップ

シンズリ

マホタリ

5郡の合計

ネパールの合計

世帯数

60,452

79,504

40,386

48,758

94,229

323,329

4,174,374

郡庁名

チャウタラ

ドゥリケル

マンタリ

シンズリマディ

ジャレスウォル

　　上記の調査対象の 5 郡を図２－ 15 に示す。
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（2）シンドゥパルチョーク郡

　　同郡は人口 30 万人、79 の VDC、1ヵ所のMunicipality を有しており、標高 850 ～ 7,080m

のヒマラヤ山岳地帯に位置していることから水資源は豊富である。さらに同郡の北部はラン

タン国立公園と指定され、カトマンズから最も近距離にあるトレッキングの名所となってい

る。また、中国（チベット）に向かう国道アルニコ・ハイウェイが南北に走り、山岳地帯に

もかかわらず首都カトマンズへのアクセスがよく、農産物の潜在的供給が見込める地域であ

る。

1）道路・橋梁

表２－６　シンドゥパルチョーク郡道路の舗装状況

（単位：km）

砕石道路

8.0

32.3

0

40.3

土道路

0

34.5

80.6

115.1

アスファルト

道路

47.9

38.5

0

86.4

舗装形式

国　道

国道フィーダー道路

地方道

合　計

合　計

55.9

105.3

80.6

241.8

建設中

0

0

0

0

計画道路

0

30.0

0

30.0

　　橋梁はアルニコ・ハイウェイ沿線に 20ヵ所架けられているが、ほとんど橋長 40m以下

の単径間で、長くても橋長 65、67m が 2 橋あるのみである。また、国道フィーダー道路

F30 に架かる橋梁が 9ヵ所、F32 に架かる橋梁が 1ヵ所となっている。地方道の橋梁は不

明である。

2）上水道・公衆衛生

      人口の86.7％に上水道が供給されている。また総世帯数の44.7％にトイレが設備されて

いる。

3）土地利用と灌漑・河川整備

　　同郡の土地利用面積2,481km2のうち、耕作地は639km2（26％）、牧草地193km2（8％）、

森林1,265km2（51％）、その他 383km2（15％）となっている。また、耕作地のうち416km2

（65％）が耕地で、残り 35％が休閑地である。なお、灌漑地として 59km2 の面積が整備さ

れている。河川整備は不明である。

4）電　気

　　小型水力発電所によって285.7kwの電力が供給されており、79VDCのうち57VDCで電

気が利用可能で、総世帯数の 27.5％に送電されている。

5）通　信

　　全世帯数の58.3％がラジオを保有しており、電話は1,000人当たり0.47回線数が設備さ

れている。また、郵便局は1ヵ所の地方中央局と13ヵ所の地方局がある。新聞は25紙発

行されているが日刊紙はなく約半数の 11 紙が月刊紙である。　

6）公共施設・建物

　　6ヵ所の商業銀行があり、213ヵ所の生協がある。工場は6ヵ所あり、総従業員数は138

名である。病院が 1 ヵ所、診療所が 2 ヵ所、6 名の医師がいる。
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7）地方空港

　　同郡に地方空港はない。

（3）カブレ郡

　　同郡は人口38万人、87のVDC、3ヵ所のMunicipalityを有しており、標高1,007～ 3,018m

に位置している。首都カトマンズから車で郡庁ドゥリケルまで約1時間弱であり、同郡の中

央を東西にシンズリ道路が走っているなど、道路アクセスの利便性は群を抜いている。さら

に、ドゥリケルはヒマラヤの展望台ともいわれ、隣接地にはナモブッダ、パナウティなどの

寺院は観光地としても著名であり、今後更に観光客を呼び込めるという地の利がある。

1）道路・橋梁

表２－７　カブレ郡道路の舗装状況

（単位：km）

砕石道路

10.0

20.6

0

15.4

3.6

49.6

土道路

0

14.0

4.3

250.0

0.5

268.8

アスファルト

道路

78.5

27.6

0

1.6

9.6

117.3

舗装形式

国　道

国道フィーダー道路

その他フィーダー道路

地方道

都市道

合　計

合　計

88.5

62.2

4.3

267.0

13.7

435.7

建設中

0

0

0

0

0

0

計画道路

0

0

0

0

0

0

　　橋梁はアルニコ・ハイウェイ沿線に4ヵ所架けられており、そのうちの1橋梁はシンドゥ

パルチョーク郡との郡境に橋長163mのトラス橋がある。シンズリ道路に架かる橋梁は5ヵ

所あり、その他、国道フィーダー道路に6ヵ所の橋梁がある。地方道の橋梁は不明である。

2）上水道・公衆衛生

　　人口の75.8％に上水道が供給されている。また総世帯数の63.3％にトイレが設備されて

いる。

3）土地利用と灌漑・河川整備

　　同郡の土地利用面積1,405km2のうち、耕作地は616km2（43％）、牧草地37 km2（3％）、

森林 738km2（53％）、その他 13km2（1％）となっている。また、耕作地のうち 364km2

（60％）が耕地で、残り40％が休閑地である。なお、灌漑地として37 km2の面積が整備さ

れている。河川整備は不明である。

4）電　気

　　小型水力発電所によって133kwの電力と、中型水力発電所によって2,400kwの電力が供

給されており、総世帯数の 63.8％に送電されている。　　　

5）通　信

　　全世帯数の69.4％がラジオを保有しており、電話は1,000人当たり7.94回線数が設備さ

れている。また、郵便局は1ヵ所の地方中央局と12ヵ所の地方局がある。新聞は31紙発

行されているが日刊紙が 4 紙、週刊紙が 20 紙、月刊紙は 2 紙となっている。　
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6）公共施設・建物

　　10 ヵ所の商業銀行があり、496 ヵ所の生協がある。工場は 30 ヵ所あり、総従業員数は

1,029 名である。病院は 4 ヵ所、診療所が 4 ヵ所、5 名の医師がいる。

7）地方空港

　　同郡に地方空港はない。

（4）ラメチャップ郡

　　同郡は人口21万人、55のVDCを有しているがMunicipality はなく、標高1,000 ～ 4,848m

に位置している。ラメチャップとは原住民の言葉で「ヒツジや牛の放牧地」を意味してお

り、その言葉どおり、同郡のほとんどの地形は山と渓谷に囲まれ、道路ネットワークは極め

て貧弱で陸の孤島となっている。

1）道路・橋梁

表２－８　ラメチャップ郡道路の舗装状況

（単位：km）

砕石道路

0

13.0

1.0

14.0

土道路

0

49.0

67.0

116.0

アスファルト

道路

0

0

0

0

舗装形式

国　道

国道フィーダー道路

地方道

合　計

合　計

0

62.0

68.0

130.0

建設中

11.0

4.0

0

15.0

計画道路

0

0

0

0

　　同郡における橋梁は国道フィーダー道路F32に3ヵ所の橋梁があるのみである。地方道

の橋梁は不明である。

2）上水道・公衆衛生

　　人口の68.1％に上水道が供給されている。また総世帯数の34.4％にトイレが設備されて

いる。

3）土地利用と灌漑・河川整備

　　同郡の土地利用面積 1,502km2 のうち、耕作地は 592km2（39％）、牧草地 69km2（5％）、

森林 706km2（47％）、その他 134km2（9％）となっている。また、耕作地のうち 401 km2

（68％）が耕地で、残り 32％が休閑地である。なお、灌漑地として 33km2 の面積が整備さ

れている。河川整備は不明である。

4）電　気

　　小型水力発電所によって一部の町、一部のVDCに電力が供給されているものの、総世

帯数のわずか 7％に送電されているに過ぎない。

5）通　信

　　全世帯数の52.5％がラジオを保有しており、電話は1,000人当たり0.56回線数が設備さ

れている。また、郵便局は 1 ヵ所の地方中央局と 10 ヵ所の地方局がある。新聞は 5 紙発

行されているが日刊紙はなく、週刊紙が 3 紙、月刊紙は 2 紙となっている。

6）公共施設・建物

　　2 ヵ所の商業銀行があり、118 ヵ所の生協がある。しかし、工場は 1 ヵ所もなく、病院
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は 1 ヵ所、診療所が 1 ヵ所、4 名の医師がいる。

7）地方空港

　　同郡にラメチャップ地方空港が 1 ヵ所ある。

（5）シンズリ郡

　　同郡は人口 28 万人、53の VDC、1ヵ所のMunicipality を有しており、標高 305 ～ 2,787m

に位置している。同郡の南部はタライ平原の一部であり、亜熱帯性気候のため緑が豊かで豊

富な穀物があるにもかかわらず貧困層が多いのは、物流のインフラが十分整備されていない

からだと思われる。

1）道路・橋梁

表２－９　シンズリ郡道路の舗装状況

（単位：km）

砕石道路

21.0

0

4.0

25.0

土道路

0

0

61.7

61.7

アスファルト

道路

20.5

0

0

20.5

舗装形式

国　道

山岳道路

地方道

合　計

合　計

41.5

0

65.7

107.2

建設中

18.5

0

0

18.5

計画道路

32.0

82.0

0

114.0

　　橋梁はシンズリ道路沿線に 11 ヵ所架けられており、橋長 40 ～ 60m がほとんどである

が、1 橋梁だけ橋長 105m の PC 橋がある。地方道の橋梁は不明である。

2）上水道・公衆衛生

　　人口の44.3％に上水道が供給されている。また総世帯数の27.0％にトイレが設備されて

いる。

3）土地利用と灌漑・河川整備

　　同郡の土地利用面積2,477km2のうち、耕作地は588km2（24％）、牧草地1,4km2（1％）、

森林1,78km2（71％）、その他93km2（4％）となっている。また、耕作地のうち395km2（67

％）が耕地で、残り33％が休閑地である。なお、灌漑地として37km2の面積が整備されて

いる。河川整備は不明である。

4）電　気

　　小型水力発電所によって一部の町、一部のVDC に電力が供給されており、総世帯数の

28.8％に送電されている。

5）通　信

　　全世帯数の52.7％がラジオを保有しており、電話は1,000人当たり0.56回線数が設備さ

れている。また、郵便局は1ヵ所の地方中央局と12ヵ所の地方局がある。新聞は11紙発

行されているが週刊紙が 10 紙発行されているだけで、日刊紙、月刊紙はない。　

6）公共施設・建物

　　1ヵ所の商業銀行があり、31ヵ所の生協がある。工場は1ヵ所あるのみで従業員数も不

明である。病院は 1 ヵ所、診療所が 3 ヵ所、6 名の医師がいる。
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7）地方空港

　　同郡に地方空港はない。

（6）マホタリ郡

　　同郡は人口 55 万人、76 の VDC、1 ヵ所のMunicipality を有しており、標高 61 ～ 808m に

位置している。同郡はタライ平原に覆われ、亜熱帯地域として農産物も豊富で、地形も平地

なので住みやすく人口密度も大きい。東西ハイウェイが同郡を東西に横断しており、道路

ネットワークもよい。その反面アクセスのよさがかえって治安を悪化させており、特に東西

ハイウェイから南の地域では注意が必要である。

1）道路・橋梁

表２－ 10　マホタリ郡道路の舗装状況

（単位：km）

砕石道路

12.5

39.0

0

56.6

16.0

20.0

144.1

土道路

0

23.0

0

183.4

15.0

3.5

224.9

アスファルト

道路

35.3

48.0

0

0

9.0

4.0

96.3

舗装形式

国　道

国道フィーダー道路

その他フィーダー道路

地方道

都市道

郵便道

合　計

合　計

47.8

110.0

0

240.0

40.0

27.5

465.3

建設中

0

0

0

0

0

0

0

計画道路

0

3.0

10.0

0

0

0.5

13.5

　　橋梁は東西ハイウェイ沿線に15ヵ所架けられており、そのうち橋長100mを超える長大

橋梁は2ヵ所ある。シンズリ道路に架かる橋梁は7ヵ所あり、橋長32.4mが最も大きい橋

梁となっている。地方道の橋梁は不明である。

2）上水道・公衆衛生

　　人口の94.15％に上水道が供給されているにもかかわらず、トイレの普及が遅れており、

総世帯数の 17.8％しかトイレの設備がない。

3）土地利用と灌漑・河川整備

　　同郡の土地利用面積 987km2 のうち、耕作地は 693km2（70％）、牧草地11km2（1％）、森

林 245km2（25％）、その他 39km2（4％）となっている。また、耕作地のうち 629km2（64

％）が耕地で、残り 36％が休閑地である。なお、灌漑地として 117km2 の面積が整備され

ている。河川整備は不明である。

4）電　気

　　小型水力発電所によって一部の町、一部のVDCに電力が供給されており、総世帯数の

25.4％に送電されている。

5）通　信

　　全世帯数の34.6％がラジオを保有しており、電話は1,000人当たり1.06回線数が設備さ

れている。また、郵便局は1ヵ所の地方中央局と12ヵ所の地方局がある。新聞は26紙発

行されており、日刊紙 1 紙、週刊紙が 17 紙、月刊紙 2 紙が発行されている。　
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6）公共施設・建物

　　7ヵ所の商業銀行があり、34ヵ所の生協がある。工場は26ヵ所あり、総従業員数は2,819

人となっている。病院は 1 ヵ所、診療所が 3 ヵ所、7 名の医師がいる。

7）地方空港

　　同郡に地方空港はない。

２－５－２　地方インフラ整備の問題点

（1）地方道路（橋梁を含む）整備の問題点

　　道路整備の指標は一般的に舗装率と道路密度で表される。日本は舗装率79％、道路密度は

3.16km/km2 であるが、ちなみにアジアでも道路が悪いといわれるインドネシアでは舗装率

58％、道路密度は 0.19km/km2 である。しかし、ネパールは更に悪く舗装率 30.5％、道路密

度は 0.12km/km2 となっている。

　　ヒマラヤ山麓に位置するネパールは標高の高度差によって道路密度が大きく変化してお

り、山岳部では0.02km/km2、丘陵部では0.08km/km2、平原部では0.27km/km2となっている。

表２－ 11 に調査対象 5 郡の舗装率と道路密度を示す。

表２－ 11　対象 5郡の舗装率と道路密度

道路延長

（km）

241.8

435.7

130.0

107.2

465.3

1,380.0

17,280.6

舗装延長

（km）

86.4

117.3

0

20.5

96.3

320.5

5,273.0

面　積

（km2）

2,542

1,396

1,546

2,491

1,002

8,977

147,181

郡　名

シンドゥパルチョーク

カブレ

ラメチャップ

シンズリ

マホタリ

5郡の合計

ネパールの合計

舗装率

（％）

35.7

26.9

0

19.1

20.7

23.2

30.5

道路密度

（km/km2）

0.10

0.31

0.08

0.04

0.46

0.15

0.12

　　表２－ 11 に示すように、舗装率が最もよい郡はシンドゥパルチョーク郡で 35.7％。これ

はアルニコ・ハイウェイがあるからである。逆に悪い郡はラメチャップ郡で、舗装道路が皆

無である。一方、道路密度の最もよい郡はマホタリ郡で0.46km/km2。これは平地が広く道路

が整備しやすい地形だからである。最も悪い郡はシンズリ郡で 0.04km/km2 である。

　　ネパールの道路整備状況はアジアでも最悪の国のひとつであるが、調査対象5郡において

は、ネパールにおける平均的な舗装率、道路密度と同等又はそれ以下の水準であり、いかに

道路整備が貧弱であり、住民が不便な生活を強いられているかが分かる。特に、道路整備の

困難な山岳地帯に対して、より早急な対応が望まれる。

（2）上水道・公衆衛生整備の問題点

　　現在、ネパールの上水道の普及率は 82％であり、いまだ 18％の国民が飲料水の供給サー

ビスを受けておらず、国家政策として未給水地域の低減が大きな課題となっている。国家計
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画によれば 2027 年までに 90％まで引き上げることとしているが、実際、未給水地域はアク

セスに支障があり、治安の問題、維持管理体制などの問題もあることから、かなりの困難が

予想される。

　　また、既存の給水施設にあっても給水量が不十分で断水が余儀なくされている、更に濁度

が高い、鉄分濃度が高い、あるいは汚染されているなど水質上の問題もあり、これらの改善

が緊急の課題となっている。

　　ネパールのトイレの普及率は47％であるが、上水道に比してかなり低水準である。これは

貧困、公衆衛生の無理解などによるものと思われる。なお、以前トイレ普及のため国際機関

や各国の ODA が精力的に取り組んだが、請け負った現地の NGO の理解が不十分だったこ

と、教育・訓練が不十分だったこと等から、効果的な結果が得られなかったという報告があ

るように、トイレの普及、公衆衛生の向上については、個人の衛生観念を改めることから始

める必要があることから、整備にはかなりの困難が予想される。

（3）灌漑・河川整備（防災を含む）の問題点

　　ネパールの農地面積は2万 9,700km2であり、このうち 31％の 9,200km2が灌漑面積となっ

ている。さらにその灌漑面積の70％がタライ平原に集中している。調査対象5郡は丘陵地、

山岳地が多く、灌漑施設は限られた水量と工事の困難さも加わり、平原のように簡単に施設

を設けることは難しい。

　　ヒマラヤの氷河の水が河川となってネパールを覆っており、大小6,000もの河川があると

いう。今日、森林の伐採により山地の荒廃が進み、洪水が発生しやすくなり、加えて地球温

暖化の影響で氷河が後退し、河岸浸食の問題が深刻になってきている。河川の整備にあたっ

ては、ネパールでは施工が安易でコストも安価なフトン籠が広く行き渡っている。しかし、

豪雨においてはこのフトン籠も流出、崩壊することもあるという。したがって、フトン籠だ

けでなく、コンクリートを用いた護岸や制水工の導入も必要と考えられる。

（4）電気整備の問題点

　　ネパールの電力能力は390MWで、そのうち水力が333MWで全体の85％を占めている。

しかし、その電力の6割がカトマンズ首都圏で消費されており、地方における平均電化率は

15％と極めて低水準である。地方の電力需要は小さく､地形が急峻なため送電の建設コスト

も高く、更に料金回収も困難のためだと思われる。

　　こうした現状からネパールでは地方の電化設備のため、小規模水力発電事業を民間に推奨

しているが、コスト高のため普及が進んでいないのが現状である。

（5）通信整備の問題点

　　ネパールの固定電話は2006年において58万人の利用者数があるが、電話の回線不足から

申請から設置まで数年もかかっており、近年携帯電話が急速に普及し始めるようになった。

2006 年には携帯電話利用者が固定電話の利用者を上回り 96 万人となっており、全人口の 6

％が電話を利用できるようになっている。

　　今後は携帯電話がより一層普及するものと思われるが、山岳地帯では電波を送る鉄塔の規

模も大きく設置数も多くする必要がある。
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　　新聞は2005年ネパール全体では3,881紙発行されているが、日刊紙は261紙のみで7％し

か発行されておらず、ほとんどが週刊紙、月刊紙となっている。交通アクセスがネックと

なって日刊紙の普及が遅れているものと思われる。

（6）公共施設・建物整備の問題点

　　内戦により地方の公共施設・建物が破壊されたといわれており、なかには、DDC事務所が

被害を受けインフラ整備も思うようにいかない郡があるという。調査対象5郡においてはそ

のような被害は受けていないようであるが、地方における公共施設・建物整備の大きな問題

点は道路アクセスが不十分なことである。公共施設、建物、病院などを利用する住民にとっ

て利便性のよいことが重要であり、特に工場など生産性を重視する施設は道路アクセスが必

須である。

（7）地方航空整備の問題点

　　ネパールは44空港と97ヘリパッドを有しているが、滑走路が舗装されているのは6空港

のみである。調査対象5郡のうち、地方空港があるのはラメチャップ郡にあるラメチャップ

空港だけである。同空港は芝の滑走路（長さ 518m、幅 30m）で STOL といわれる短距離離

着陸機用の空港である。

　　このように、ネパールの空港のほとんどが500mの滑走路と簡易ターミナルがあるのみで

ある。しかし、道路アクセスが未整備な地方においては、空港は有力なアクセス手段であ

り、安全性を第一に、社会ニーズに合った地方空港整備が求められている。

２－６　河川横断工整備

　２－３において提案しているように、現地調査を経て最終的に5郡（シンズリ、シンドゥパル

チョーク、カブレ、ラメチャップ、マホタリ）が選定された。これら5郡の地方幹線道路（Rural

Road）に関しては、２－４－２に述べているように、道路の整備優先順位として評価4項目（下

記参照)を満足する度合いに応じて優先順位を決定し、上位3位までの路線を選定している。なお、

シンズリ郡、カブレ郡、ラメチャップ郡においては優先順位が 3 位以内の路線、シンドゥパル

チョーク郡においては優先順位が2位以内の路線、そしてマホタリ郡では調査可能な1路線、合

計 12 路線を選定しており、これら 12路線上の河川横断工に関して調査を実施した。

＊評価 4 項目

（1）シンズリ道路に対するフィーダー道路の役割を有する路線。

（2）道路が既に整備されている、又は 2、3 年以内に整備される路線。

（3）沿線人口及び裨益人口の多い路線。

（4）環境社会配慮の観点から問題ない路線。

２－６－ 1　河川横断工の整備方針

　本調査において、人及び車両が渡河するための河川横断工を整備する基本方針は下記のとおり

である。

1）河川横断工の整備に先立ち、当該構造物の前後区間の道路が整備されている路線の河川横断
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工を整備対象とする。

2）河川横断工の対象構造物としては、橋梁、コーズウェイ及びボックスカルバートとする。

3）雨期（6 ～ 8 月）の洪水時は渡河不能となるもやむをえない整備水準とする。

4）河川横断工前後の取り付け道路の整備水準（高さ、幅員、線形）にすりつくように河川横断

工を整備する。

5）流石、流木等の影響を極力受けない河川横断工を構築する。

6）DDCやDTOにおいて維持管理が十分可能であり、かつ維持管理費が多くかからない構造物を

選定する。

7）現地のコンサルタントで計画・設計が可能であり、かつ現地のコントラクターが施工できる

技術レベルの河川横断工を計画・選定する。

8）DDC や DTO への技術移転が可能な河川横断工を計画・選定する。

9）地域住民の収入確保のため、地域住民が労働力として参加・協力が可能である河川横断工を

計画・選定する。

２－６－２　施設計画

（1）調査対象橋梁

　　２－４－２道路整備優先順位においては、選定された5郡（シンズリ、シンドゥパルチョー

ク、カブレ、ラメチャップ、マホタリ）の全路線のなかから、優先順位の高い上位 3位まで

の路線を選定している。ただし、シンドゥパルチョーク郡からは2路線、マホタリ郡からは

1路線を選定したため、合計は12路線である。これら選定された路線上にある河川横断構造

物に関して施設計画を実施した。なお、本調査団が実際に現地で調査が可能であった河川横

断構造物は、シンズリ郡の 6橋（B01、B02、B03、B04、B08、B09）とカブレ郡の 2橋（新

B01、B06）であり、本報告書ではこれら 8橋の施設計画について記述する（図２－ 16 及び

図２－ 17 参照）。

　　なお、全 5 郡のなかから選定された 12 路線上の全河川横断構造物に関する調査は、現地

コンサルタントが調査を行う。
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（2）橋梁インベントリー

1）マリン川橋（B02）

a）位置、道路概況

　　道路の整備優先順位は評価4項目を満足する度合いに応じて決められるものであり、

本河川横断工の位置する道路はシンズリ郡の路線のなかで、優先順位が第2番目とし

てランクづけされた路線である。当河川横断工は、シンズリ道路からの距離は約6km

であり、比較的近い位置にある。取り付け道路は 5mの幅員が確保され、土道ではあ

るが良好に整備されている。

b）河川概況

　　横断河川は、ダディグランセ村を流れるマリン川である。堤防幅は 135m、川幅は

30mであり、平常時水深は30cmであるが、過去の最大洪水時水深は3mである。河川

内には多くの転石が存する。

c）交通概況

　　バス、バイク等の車両は、浅瀬の部分を選んで渡河しているが、雨期の洪水時は、

渡河不能となる。河川横断工設置位置の 70～ 80m上流にスイスの援助で建設された

吊り橋（人道橋）が架かっており、歩行者はこの吊り橋を利用している。

d）経済概況

　　川を挟んだ両岸に村があり、人口は多い（4,851人）。生活水準は、地方のなかでは

中位から上位に位置する水準にある。農業（トウモロコシ、小麦、コメ等）が主たる

産業であるが、河川横断工の整備により、物流環境が改善されれば、経済発展の可能

性は高い。

e）河川横断工の選定

　　DTMPでは橋梁を提案しているが、下記の理由により、コーズウェイが望ましい。

①　堤防幅が135mもあり、橋梁を建設するとなると長大橋となり、工事費も高く、コ

ミュニティ橋梁整備の範囲、主旨を大きく逸脱する。

②　橋梁にする場合は、計画洪水位より更に1m以上道路面高を上げる必要があり、高

盛土の取り付け道路も整備する必要がある。

③　橋梁部のみ通年通行を可能にしても、取り付け道路部は、雨期（洪水時）は通行

不能であり、路線全体の機能を確保できない。

④　大きな転石が数多くあり、洪水時の橋脚への衝突が懸念される。

⑤　洗掘による橋脚、橋台の沈下、流失を防ぐために杭の設置が必要となるが、転石

が多いため、杭の打設が困難である。

⑥　河川横断工の整備により、将来、交通量が増えることを考慮しても、ハイウェイ

国道ほどの交通量は期待できず、工事費の高い橋梁を整備するにはコストパフォー

マンスが低い。

2）デウホル川橋（B03）

a）位置、道路概況

　　本河川横断工の位置する道路はシンズリ郡の路線のなかで、マリン川橋（B02）と

同様に、優先順位が第 2番目としてランクづけされた路線である。当河川横断工は、

シンズリ道路からの距離は約12kmであり、やや遠い位置にある。取り付け道路は、右
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岸側は未整備であり、左岸側は 5mの幅員が部分的に確保されているが、整備状況は

悪い。

b）河川概況

　　横断河川は、マハスデスチャン村を流れるデウホル川である。堤防幅は50m、川幅

は10mであり、平常時水深は30cmであるが、過去の最大洪水時水深は3mである。地

形的には浅い渓谷の様相を呈しており、河川内には多くの大きな転石が存する。

c）交通概況

　　現在、道路が整備されていないため、バス、バイク等の車両は通行していない。ま

た、歩行者もいない。

d）経済概況

　　計画されている道路は山間部のなかに建設されるものであり、新設される橋梁付近

は閑散としているが、周辺には村があり、周辺も含めると人口は多い（6,197人）。生

活水準は、地方のなかでは下位から中位に位置する水準にある。農業（トウモロコシ、

小麦、コメ等）が主たる産業であるが、道路が未整備であるため、橋梁が整備されて

も、物流環境が改善されず、経済発展の可能性は低い。

e）河川横断工の選定

　　DTMPでも橋梁を提案しており、下記の理由により、コーズウェイより橋梁にする

ほうが望ましい。

①　河川の形状（地形）が、深さはそれほどないが渓谷の様相を呈しており、コーズ

ウェイの設置が困難である。

②　コーズウェイにした場合、道路面の縦断が非常にきつくなり、バス、バイク等車

両の走行が困難となる。また、歩行者の通行もアップダウンがきついため、通行が

困難である。

③　渓谷の様相を呈しているため、現在の堤防高（道路の路面高）に橋梁を設置して

も洪水時の水位をクリアでき、盛土を構築する必要がないため、橋梁が望ましい。

④　大きな転石が数多くあるが、橋脚を設置する必要がない1径間の橋梁とすること

により、洪水時の転石による橋脚への衝突の危険性を防止できる。

⑤　50mの鋼トラス橋が望ましいが、ネパールのコンサルタント及びコントラクター

は、50mの鋼トラス橋であれば、設計及び施工は可能である。

3）ジルガ川橋（B01）

a）位置、道路概況

　　本河川横断工の位置する道路はシンズリ郡の路線のなかで、優先順位が第3番目と

してランクづけされた路線である。当河川横断工は、シンズリ道路からの距離は約

11kmであり、やや遠い位置にある。取り付け道路は、右岸側は約5mの幅員の道路が

河川敷内に整備されているが、左岸側は未整備である。

b）河川概況

　　横断河川は、ティンタレ村を流れるジルガ川である。堤防幅は120m、川幅は5mで

あり、平常時水深は20cmであるが、過去の最大洪水時水深は2mである。河川内には

中くらいの大きさの多くの転石が存する。
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c）交通概況

　　左岸側の取り付け道路が未整備のため、バス、バイク等の車両の通行は見られな

かった。また、歩行者の通行も確認できなかった。

d）経済概況

　　川を挟んだ両岸に村が点在しており、人口は中位程度の多さである（3,844人）。生

活水準は、地方のなかでは中位に位置する水準にある。農業（トウモロコシ、小麦、

コメ等）が主たる産業であるが、河川横断工の整備により、物流環境が改善されれば、

経済発展の可能性は中位程度にある。

e）河川横断工の選定

　　DTMPでは橋梁を提案しているが、下記の理由により、コーズウェイが望ましい。

①　堤防幅が120mもあり、橋梁を建設するとなると長大橋となり、工事費も高く、コ

ミュニティ橋梁整備の範囲、主旨を大きく逸脱する。

②　橋梁にする場合は、計画洪水位より更に1m以上道路面高を上げる必要があり、高

盛土の取り付け道路も整備する必要がある。

③　橋梁部のみ通年通行を可能にしても、取り付け道路部は、雨期（洪水時）は通行

不能であり、路線全体の機能を確保できない。

④　河川内には中くらいの大きさの多くの転石が存在し、洪水時の橋脚への衝突が懸

念される。

⑤　洗掘による橋脚、橋台の沈下、流失を防ぐために杭の設置が必要となるが、転石

が多いため、杭の打設が困難である。

⑥　河川横断工の整備により、将来、中位程度の交通量が増えることを考慮しても、

ハイウェイ国道ほどの交通量は期待できず、工事費の高い橋梁を整備するにはコス

トパフォーマンスが低い。

4）ダミレ川橋（B04）

a）位置、道路概況

　　本河川横断工の位置する道路はシンズリ郡の路線のなかで、ジルガ川橋（B01）と

同様に、優先順位が第 3番目としてランクづけされた路線である。当河川横断工は、

シンズリ道路からの距離は約8kmであり、比較的近い位置にある。取り付け道路は、

左右岸とも、約 5mの幅員の道路が整備されている。整備状況は普通である。

b）河川概況

　　横断河川は、ラトマテ村を流れるダミレ川である。堤防幅は 50m、川幅は 5mであ

り、平常時水深は20cmであるが、過去の最大洪水時水深は2mである。河川内にはか

なり大きい転石及び流木が存する。

c）交通概況

　　乾期における川幅は狭く（5m）、又水深も浅いため（20cm）、バス、バイク等の車

両は、浅瀬の部分を渡河している。また、歩行者も浅瀬の部分を選んで、渡河してい

る。しかし、雨期の洪水時は、川幅も広く、水深も深くなるため、車両、歩行者とも

渡河不能となる。

d）経済概況

　　川を挟んだ両岸にかなりの数の村が点在しており、人口は非常に多い（9,171 人）。
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生活水準は、地方のなかでは中位に位置する水準にある。農業（トウモロコシ、小麦、

コメ等）が主たる産業であるが、河川横断工の整備により、物流環境が改善されれば、

経済発展の可能性は中位程度にある。

e）河川横断工の選定

　　DTMPでは橋梁を提案しているが、下記の理由により、コーズウェイが望ましい。

①　乾期においては水深が 20cmと浅く、又川幅も 5mと狭いため、ここに 50mの橋

梁を建設することは、工事費も高く、コミュニティ橋梁整備の範囲、主旨を逸脱す

ることになる

②　橋梁にする場合は、計画洪水位より更に1m以上道路面高を上げる必要があり、高

盛土の取り付け道路も整備する必要がある。

③　橋梁部のみ通年通行を可能にしても、取り付け道路部は、雨期（洪水時）は通行

不能であり、路線全体の機能を確保できない。

④　河川内にはかなりの大きさの転石及び流木が存在し、洪水時の橋脚への衝突が懸

念される。

⑤　洗掘による橋脚、橋台の沈下、流失を防ぐために杭の設置が必要となるが、転石

が多いため、杭の打設が困難である。

⑥　河川横断工の整備により、将来、中位程度の交通量が増えることを考慮しても、

ハイウェイ国道ほどの交通量は期待できず、工事費の高い橋梁を整備するにはコス

トパフォーマンスが低い。

5）タモミ川橋（B09）

a）位置、道路概況

　　本河川横断工の位置する道路はシンズリ郡の路線のなかで、優先順位が最も高いと

してランクづけされた路線である。当河川横断工は、シンズリ道路からの距離は約

23kmであり、かなり遠い位置にある。取り付け道路は5mの幅員が確保され、土道で

はあるが良好に整備されている。

b）河川概況

　　横断河川は、ダカハ村を流れるタモミ川である。灌漑用の堰堤（石垣）が設けられ

ているため、河川横断工設置位置での堤防幅は30m、川幅は25mであり、平常時水深

は 40cmであるが、過去の最大洪水時水深は 1mである。河川内の転石は少ない。

c）交通概況

　　バス、バイク等の車両は、水深 40cm位の部分を渡河しており、歩行者は灌漑用堰

堤の石垣の上を通行している。ただし、雨期の洪水時は、車両、歩行者とも渡河不能

である。

d）経済概況

　　川を挟んだ両岸にかなりの数の村があり、人口はかなり多い（7,510人）。生活水準

は、地方のなかでは上位に位置する水準にある。農業（トウモロコシ、小麦、コメ等）

が主たる産業であるが、河川横断工の整備により、物流環境が改善されれば、経済発

展の可能性は非常に高い。

e）河川横断工の選定

　　DTMPでもコーズウェイを提案しており、下記の理由により、橋梁よりコーズウェ



－ 44 －

イが望ましい。

①　道路面と河床高との高低差は50cm位と比較的平坦であり、コーズウェイを設置

するのに適正な条件にある。

②　転石が少なく、河川の水勢も弱いため、パイプ付コーズウェイを設置する条件が

整っている。

③　橋梁にする場合は、計画洪水位より更に1m以上道路面高を上げる必要があり、高

盛土の取り付け道路も整備する必要がある。

④　橋梁部のみ通年通行を可能にしても、取り付け道路部は、雨期（洪水時）は通行

不能であり、路線全体の機能を確保できない。

⑤　河川横断工の整備により、将来、交通量が増え、物流環境の改善により大きな経

済発展が期待できる。橋梁に比べてかなり工事費の安いコーズウェイを整備するこ

とにより、路線の機能は非常にあがるため、コストパフォーマンスは高い。

6）タクラ川橋（B08）

a）位置、道路概況

　　本河川横断工の位置する道路はシンズリ郡の路線のなかで、タモミ川橋（B09）と

同様に、優先順位が最も高いとしてランクづけされた路線である。当河川横断工は、

シンズリ道路からの距離は約28kmであり、かなり遠い位置にある。取り付け道路は、

左右岸とも、未整備である。

b）河川概況

　　横断河川は、ドゥダハ村を流れるタクラ川である。堤防幅は50m、川幅は10mであ

り、平常時水深は40cmであるが、過去の最大洪水時水深は2mである。河川内にはか

なり大きい転石が数多く存する。

c）交通概況

　　両岸の取り付け道路が未整備なこと、及び道路面と河床との間にかなりの高低差が

あり、かつ両岸に護岸があるため、バス、バイク等の車両の渡河は不可能である。な

お、歩行者は浅瀬の部分を選んで渡河している。

d）経済概況

　　川を挟んだ両岸にかなりの数の村が点在しており、人口はかなりの多さである

（7,440 人）。生活水準は、地方のなかでは中位に位置する水準にあり、農業（トウモ

ロコシ、小麦、コメ等）が主たる産業である。取り付け道路が未整備であり、かつ路

線選定（線形）理由が不明瞭であるため、河川横断工を整備しても、物流環境の改善

及び経済発展の可能性は判断し難い。

e）河川横断工の選定

　　DTMPでもコーズウェイを提案しており、下記の理由により、橋梁よりコーズウェ

イが望ましい。

①　乾期においては水深が40cmと浅く、又川幅も10mと狭いため、ここに50mの橋

梁を建設することは、工事費も高く、コミュニティ橋梁整備の範囲、主旨を逸脱す

ることになる。

②　橋梁にする場合は、計画洪水位より更に1m以上道路面高を上げる必要があり、高

盛土の取り付け道路も整備する必要がある。
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③　橋梁部のみ通年通行を可能にしても、取り付け道路部は、雨期（洪水時）は通行

不能であり、路線全体の機能を確保できない。

④　河川内にかなりの大きさの転石が数多く存在し、洪水時の橋脚への衝突が懸念さ

れる。

⑤　洗掘による橋脚、橋台の沈下、流失を防ぐために杭の設置が必要となるが、転石

が多いため、杭の打設が困難である。

⑥　取り付け道路が未整備であり、かつ路線選定（線形）理由が不明瞭であるため、

工事費の高い橋梁を整備してもコストパフォーマンスを判断し難い。

7）ロシ川橋（新 B01）

a）位置、道路概況

　　道路の整備優先順位は評価4項目を満足する度合いに応じて決められるものであり、

本河川横断工の位置する道路はカブレ郡の路線のなかで、優先順位が第2番目として

ランクづけされた路線である。当河川横断工は、シンズリ道路からの距離は約 200m

であり、非常に近い位置にある。取り付け道路は、左右岸とも、未整備である。

b）河川概況

　　横断河川は、ネパルチョック村を流れるロシ川である。堤防幅は300m、川幅は50m

であり、平常時水深は60cmであるが、過去の最大洪水時水深は3mである。河川内に

は中小の転石が数多く存する。

c）交通概況

　　両岸の取り付け道路が未整備なため、現在はバス、バイク等の車両の渡河は不可能

である。歩行者は、浅瀬の部分を選んで渡河している。

d）経済概況

　　川を挟んで、右岸側はシンズリ郡、左岸側にはカブレ郡の村があるが、人口はあま

り多くない（3,705人）。生活水準は、地方のなかでは中位から上位に位置する水準に

ある。農業（トウモロコシ、小麦、コメ等）が主たる産業であるが、河川横断工の整

備により、物流環境が改善されれば、経済発展の可能性は高い。

e）河川横断工の選定

　　DTMPでは提案されていない河川横断工であるが、カブレ郡の郡事務所では橋梁を

提案している。しかし、下記の理由により、橋梁よりコーズウェイが望ましい。

①　橋梁にした場合、左岸側の橋台位置に崖状の山があり、この山を切削することは

かなり困難である。

②　橋梁設置位置の堤防幅は75mあり、ここに橋梁を建設するとなるとかなりの規模

の橋となり、工事費も高く、コミュニティ橋梁整備の範囲、主旨を逸脱する。

③　橋梁にする場合は、計画洪水位より更に１m以上道路面高を上げる必要があり、

高盛土の取り付け道路をかなりの範囲（長さ）において整備する必要がある。

④　橋梁部のみ通年通行を可能にしても、取り付け道路部は、雨期（洪水時）は通行

不能であり、路線全体の機能を確保できない。

⑤　河川内には中小の転石が数多く存在し、洪水時の橋脚への衝突が懸念される。

⑥　洗掘による橋脚、橋台の沈下、流失を防ぐために杭の設置が必要となるが、転石

が多いため、杭の打設が困難である。



－ 46 －

⑦　河川横断工の整備により、将来交通量が増えることを考慮しても、ハイウェイ国

道ほどの交通量は期待できず、工事費の高い橋梁を整備するにはコストパフォーマ

ンスが低い。

8）ポタ川橋（B06）

a）位置、道路概況

　　本河川横断工の位置する道路はカブレ郡の路線のなかで、優先順位が最も高いとし

てランクづけされた路線である。当河川横断工は、シンズリ道路からの距離は約400m

であり、非常に近い位置にある。取り付け道路は、左岸側は良好に整備されているが、

右岸側は未整備である。

b）河川概況

　　横断河川は、カルパチョック村を流れるポタ川である。堤防幅は77m、川幅は50m

であり、平常時水深は50cmであるが、過去の最大洪水時水深は4.5mである。河川内

には比較的大きい転石が数多く存する。

c）交通概況

　　右岸側の取り付け道路が未整備なため、現在はバス、バイク等の車両は河川敷上の

道路を河川と並行して走行している。歩行者は、浅瀬の部分を選んで渡河している。

d）経済概況

　　川を挟んだ両岸に村があり、人口は多い（5,132人）。生活水準は、地方のなかでは

中位から上位に位置する水準にある。農業（トウモロコシ、小麦、コメ等）が主たる

産業であるが、河川横断工の整備により、物流環境が改善されれば、経済発展の可能

性は非常に高い。

e）河川横断工の選定

　　DTMPでは橋梁を提案しているが、下記の理由により、コーズウェイが望ましい。

①　堤防幅が77mもあり、橋梁を建設するとなるとかなりの規模の橋となり、工事費

も高く、コミュニティ橋梁整備の範囲、主旨を逸脱する。

②　橋梁にする場合は、計画洪水位より更に1m以上道路面高を上げる必要があり、高

盛土の取り付け道路も整備する必要がある。

③　橋梁部のみ通年通行を可能にしても、取り付け道路部は、雨期（洪水時）は通行

不能であり、路線全体の機能を確保できない。

④　比較的大きな転石が数多くあり、洪水時の橋脚への衝突が懸念される。

⑤　洗掘による橋脚、橋台の沈下、流失を防ぐために杭の設置が必要となるが、転石

が多いため、杭の打設が困難である。

⑥　河川横断工の整備により、将来交通量が増えることを考慮しても、ハイウェイ国

道ほどの交通量は期待できず、工事費の高い橋梁を整備するにはコストパフォーマ

ンスが低い。

　　次ページ以降に 8 橋の「橋梁インベントリー」及び「総括表」を示す。
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表
２
－
12
　
総
括
表
（
1/
3
）

No １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８

橋
　
梁
　
名

マ
リ
ン
川
橋

（
B0
2）

デ
ウ
ホ
ル
川

橋
（
B0
3）

ジ
ル
ガ
川
橋

（
B0
1）

ダ
ミ
レ
川
橋

（
B0
4）

タ
モ
ミ
川
橋

（
B0
9）

タ
ク
ラ
川
橋

（
B0
8）

ロ
シ
川
橋

（
新
B0
1）

ポ
タ
川
橋

（
B0
6）

Ⅰ
．
位
　
　
　
　
置
　
　
　
　
情
　
　
　
　
報

所
　
在
　
地

ダ
デ
ィ
グ
ラ
ン

セ
村

マ
ハ
デ
ス
チ
ャ

ン
村

テ
ィ
ン
タ
レ
村

ラ
ト
マ
テ
村

ダ
カ
ハ
村

ド
ゥ
ダ
ハ
村

ネ
パ
ル
チ
ョ
ッ

ク
村

カ
ル
パ
チ
ョ
ッ

ク
村

地
理
的
位
置

北
緯
27
°
15
’
55
”

東
経
85
°
52
’
40
”

北
緯
27
°
15
′
34
″

東
経
85
°
47
′
33
″

北
緯
27
°
09
′
51
″

東
経
86
°
00
′
41
″

北
緯
27
°
10
′
38
″

東
経
85
°
58
′
43
″

北
緯
27
°
01
′
20
″

東
経
86
°
09
′
28
″

北
緯
27
°
01
′
59
″

東
経
86
°
12
′
34
″

北
緯
27
°
26
′
38
″

東
経
85
°
48
′
45
″

北
緯
27
°
30
′
40
″

東
経
85
°
39
′
53
″

地
　
域

シ
ン
ズ
リ
郡

シ
ン
ズ
リ
郡

シ
ン
ズ
リ
郡

シ
ン
ズ
リ
郡

シ
ン
ズ
リ
郡

シ
ン
ズ
リ
郡

カ
ブ
レ
郡

カ
ブ
レ
郡

シン
ズリ

道路

から
の距

離

6k
m

12
km

11
km 8k
m

23
km

28
km

0.2
km

0.4
km

Ⅱ
．
地
　
　
　
　
　
形

地
　
形

状
　
況

緩
傾
斜

急
傾
斜

平
　
坦

緩
傾
斜

平
　
坦

緩
傾
斜

平
坦
（
右
岸
側
）

急
傾
斜
（
左
岸
側
）

平
坦
（
左
岸
側
）

緩
傾
斜
（
右
岸
側
）

地
　
質

砂
礫
土

砂
礫
土

砂
礫
土

砂
礫
土

砂
礫
土

砂
礫
土

砂
礫
土

砂
礫
土

地
下
水
位

地
表
面
上

地
表
面
上

地
表
面
上

地
表
面
上

地
表
面
上

地
表
面
上

地
表
面
上

地
表
面
上

Ⅲ
．
道
　
　
　
　
　
　
　
　
　
路

路
　
線
　
名

シ
ン
ズ
リ
マ
デ
ィ

～
カ
ピ
ラ
コ
ッ
ト

～
ピ
パ
ル
マ
デ
ィ

シ
ン
ズ
リ
マ
デ
ィ

～
カ
ピ
ラ
コ
ッ
ト

～
ピ
パ
ル
マ
デ
ィ

シ
ン
ズ
リ
マ
デ
ィ

～
ビ
ム
ス
タ
ン

～
チ
ャ
ク
マ
ケ

シ
ン
ズ
リ
マ
デ
ィ

～
ビ
ム
ス
タ
ン

～
チ
ャ
ク
マ
ケ

ビ
マ
ン

～
シ
ル
タ
ウ
リ

～
カ
タ
リ

ビ
マ
ン

～
シ
ル
タ
ウ
リ

～
カ
タ
リ

ソ
ロ
パ
ル
セ
ル
～

ネ
パ
ル
チ
ョ
ッ
ク

カ
ツ
ン
ヘ

～
シ
パ
リ

舗
装

土
道

土
道

土
道

土
道

土
道

土
道

土
道

土
道

道
路
線
形

直
線
（
右
岸
側
）
～

直
線
（
河
川
横
断
工
）
～

直
線
（
左
岸
側
）

未
整
備
（
右
岸
側
）
～

直
線
（
河
川
横
断
工
）
～

緩
曲
線
（
左
岸
側
）

直
線
（
右
岸
側
）
～

直
線
（
河
川
横
断
工
）
～

直
線
（
左
岸
側
）

緩
曲
線
（
右
岸
側
）
～

直
線
（
河
川
横
断
工
）
～

緩
曲
線
（
左
岸
側
）

緩
曲
線
（
右
岸
側
）
～

直
線
（
河
川
横
断
工
）
～

緩
曲
線
（
左
岸
側
）

緩
曲
線
（
右
岸
側
）
～

直
線
（
河
川
横
断
工
）
～

緩
曲
線
（
左
岸
側
）

直
線
（
右
岸
側
）
～

直
線
（
河
川
横
断
工
）
～

曲
線
（
左
岸
側
）

曲
線
（
右
岸
側
）
～

直
線
（
河
川
横
断
工
）
～

直
線
（
左
岸
側
）

道
　
路

状
　
況

良
　
好

悪
　
い
（
左
岸
側
）

未
整
備
（
右
岸
側
）

良
　
好
（
右
岸
側
）

未
整
備
（
左
岸
側
）

良
　
好

良
　
好

未
整
備

未
整
備

良
　
好
（
左
岸
側
）

未
整
備
（
右
岸
側
）
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表
２
－
13
　
総
括
表
（
2/
3
）

No １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８

橋
　
梁
　
名

マ
リ
ン
川
橋

（
B0
2）

デ
ウ
ホ
ル
川
橋

（
B0
3）

ジ
ル
ガ
川
橋

（
B0
1）

ダ
ミ
レ
川
橋

（
B0
4）

タ
モ
ミ
川
橋

（
B0
9）

タ
ク
ラ
川
橋

（
B0
8）

ロ
シ
川
橋

（
新
B0
1）

ポ
タ
川
橋

（
B0
6）

Ⅳ
．
河
　
　
　
　
　
　
　
　
川

河
川
名

マ
リ
ン
川

デ
ウ
ホ
ル
川

ジ
ル
ガ
川

ダ
ミ
レ
川

タ
モ
ミ
川

タ
ク
ラ
川

ロ
シ
川

ポ
タ
川

堤
防
幅

（
m） 13
5

50
.0

12
0.0 50
.0

30
.0

50
.0

30
0.0 77
.0

川
幅

（
m） 30
.0

10
.0 5.0 5.0 25
.0

10
.0

50
.0

50
.0

過
去
の
最
大

洪
水
時
水
深
（
m）

3.0 3.0 2.0 2.0 1.0 2.0 3.0 4.5

Ⅴ
．
河
　
川
　
横
　
断
　
工
　
諸
　
元

平
常
時

水
深
（
m）

0.3 0.3 0.2 0.2 0.4 0.4 0.6 0.5

横
断
工
形
式

コ
ー
ズ
ウ
ェ
イ

橋
　
　
梁

コ
ー
ズ
ウ
ェ
イ

コ
ー
ズ
ウ
ェ
イ

コ
ー
ズ
ウ
ェ
イ

コ
ー
ズ
ウ
ェ
イ

コ
ー
ズ
ウ
ェ
イ

コ
ー
ズ
ウ
ェ
イ

幅
員

（
m） 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0

Ⅵ
．
社
　
会
　
経
　
済
　
情
　
報

利
用
形
態

す
べ
て
の
車
両

及
び
歩
行
者

す
べ
て
の
車
両

及
び
歩
行
者

す
べ
て
の
車
両

及
び
歩
行
者

す
べ
て
の
車
両

及
び
歩
行
者

す
べ
て
の
車
両

及
び
歩
行
者

す
べ
て
の
車
両

及
び
歩
行
者

す
べ
て
の
車
両

及
び
歩
行
者

す
べ
て
の
車
両

及
び
歩
行
者

概
略
建
設
費

（
1,0
00
円
）

67
,50
0

87
,50
0

60
,00
0

25
,00
0

15
,00
0

25
,00
0

75
,00
0

37
,50
0

人
口

（
人
）

4,8
51

6,1
97

3,8
44

9,1
71

7,5
10

7,4
40

3,7
05

5,1
32

土
地
利
用

状
況

非
常
に
良
好

良
　
好

良
　
好

悪
　
い

非
常
に
良
好

良
　
好

良
　
好

良
　
好

構
造
物
長

（
m） 13
5.0 50
.0

12
0.0 50
.0

30
.0

50
.0

15
0.0 75
.0

主
　
要

産
　
業

農
　
業

農
　
業

農
　
業

農
　
業

農
　
業

農
　
業

農
　
業

農
　
業
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表
２
－
14
　
総
括
表
（
3/
3
）

No １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８

橋
　
梁
　
名

マ
リ
ン
川
橋

（
B0
2）

デ
ウ
ホ
ル
川
橋

（
B0
3）

ジ
ル
ガ
川
橋

（
B0
1）

ダ
ミ
レ
川
橋

（
B0
4）

タ
モ
ミ
川
橋

（
B0
9）

タ
ク
ラ
川
橋

（
B0
8）

ロ
シ
川
橋

（
新
B0
1）

ポ
タ
川
橋

（
B0
6）

Ⅶ
．
裨
　
　
　
　
　
　
　
益
　
　
　
　
　
　
　
効
　
　
　
　
　
　
　
果

裨
益
人
口
（
人
）

21
,11
0

16
,25
9

10
,98
9

13
,01
5

20
,06
9

10
,90
1

12
,42
4

9,4
10

交
　
通
　
量
　
の
　
増
　
大

潜
在
需
要
は
大
き
い
た
め
、
コ
ー
ズ
ウ
ェ
イ
が
整
備
さ

れ
る
こ
と
に
よ
り
、
か
な
り
の
交
通
量
の
増
大
が
見
込

ま
れ
る
。

潜
在
需
要
は
さ
ほ
ど
大
き
く
な
い
た
め
、
橋
梁
が
整
備

さ
れ
て
も
、交
通
量
の
増
大
は
あ
ま
り
見
込
ま
れ
な
い
。

ま
た
、
右
岸
側
の
道
路
が
未
整
備
で
あ
る
。

潜
在
需
要
は
普
通
程
度
で
あ
り
、
コ
ー
ズ
ウ
ェ
イ
が
整

備
さ
れ
た
場
合
、
中
位
程
度
の
交
通
量
の
増
大
は
見
込

ま
れ
る
。
た
だ
し
、左
岸
側
の
道
路
が
未
整
備
で
あ
る
。

潜
在
需
要
は
普
通
程
度
で
あ
り
、
コ
ー
ズ
ウ
ェ
イ
が
整

備
さ
れ
た
場
合
、
中
位
程
度
の
交
通
量
の
増
大
は
見
込

ま
れ
る
。

潜
在
需
要
は
大
き
い
た
め
、
コ
ー
ズ
ウ
ェ
イ
が
整
備
さ

れ
る
こ
と
に
よ
り
、
か
な
り
の
交
通
量
の
増
大
が
見
込

ま
れ
る
。

潜
在
需
要
は
大
き
い
と
思
わ
れ
る
が
、
道
路
が
未
整
備

の
た
め
、
ど
の
程
度
の
交
通
量
の
増
大
が
見
込
ま
れ
る

か
不
定
で
あ
る
。

潜
在
需
要
は
普
通
程
度
で
あ
り
、
コ
ー
ズ
ウ
ェ
イ
が
整

備
さ
れ
た
場
合
、
中
位
程
度
の
交
通
量
の
増
大
は
見
込

ま
れ
る
。
た
だ
し
、
道
路
が
未
整
備
で
あ
る
。

潜
在
需
要
は
普
通
程
度
で
あ
り
、
コ
ー
ズ
ウ
ェ
イ
が
整

備
さ
れ
た
場
合
、
中
位
程
度
の
交
通
量
の
増
大
は
見
込

ま
れ
る
。
た
だ
し
、
右
岸
側
道
路
が
未
整
備
で
あ
る
。

地
域
経
済
発
展
へ
の
寄
与
度

農
産
物
が
多
く
採
れ
る
た
め
、コ
ー
ズ
ウ
ェ
イ
が
整
備

さ
れ
、物
流
が
改
善
さ
れ
る
こ
と
に
よ
り
、か
な
り
の

地
域
経
済
の
発
展
が
見
込
ま
れ
る
。

農
産
物
は
あ
ま
り
多
く
採
れ
ず
、橋
梁
が
整
備
さ
れ
て

も
、物
流
が
大
き
く
改
善
さ
れ
る
こ
と
は
な
く
、地
域

経
済
の
発
展
は
あ
ま
り
見
込
ま
れ
な
い
。

農
産
物
が
採
れ
る
た
め
、
コ
ー
ズ
ウ
ェ
イ
が
整
備
さ

れ
、物
流
が
改
善
さ
れ
れ
ば
、地
域
経
済
の
発
展
が
見

込
ま
れ
る
。

農
産
物
が
採
れ
る
た
め
、
コ
ー
ズ
ウ
ェ
イ
が
整
備
さ

れ
、物
流
が
改
善
さ
れ
れ
ば
、地
域
経
済
の
発
展
が
見

込
ま
れ
る
。

農
産
物
が
多
く
採
れ
る
た
め
、 コ
ー
ズ
ウ
ェ
イ
が
整
備

さ
れ
、物
流
が
改
善
さ
れ
る
こ
と
に
よ
り
、 か
な
り
の

地
域
経
済
の
発
展
が
見
込
ま
れ
る
。

農
産
物
は
多
く
採
れ
る
が
、 道
路
が
未
整
備
の
た
め
、 ど

の
程
度
の
物
流
の
改
善
が
図
れ
る
か
、
そ
し
て
ど
の
程

度
の
地
域
経
済
の
発
展
が
見
込
ま
れ
る
か
不
定
で
あ
る
。

農
産
物
が
多
く
採
れ
る
た
め
、 コ
ー
ズ
ウ
ェ
イ
が
整
備

さ
れ
、物
流
が
改
善
さ
れ
る
こ
と
に
よ
り
、 地
域
経
済

の
発
展
が
見
込
ま
れ
る
。

農
産
物
が
多
く
採
れ
る
た
め
、 コ
ー
ズ
ウ
ェ
イ
が
整
備

さ
れ
、物
流
が
改
善
さ
れ
る
こ
と
に
よ
り
、 地
域
経
済

の
発
展
が
見
込
ま
れ
る
。

裨
　
益
　
効
　
果
　
程
　
度

裨
益
人
口
が
多
い
こ
と
、か
な
り
の
交
通
量
の
増
大
が
見
込
ま
れ
る
こ

と
、更
に
農
産
物
の
物
流
及
び
人
の
交
流
の
改
善
に
よ
り
、か
な
り
の

地
域
経
済
の
発
展
が
期
待
で
き
る
た
め
、
裨
益
効
果
程
度
は
大
き
い
。

裨
益
人
口
が
中
位
で
あ
る
こ
と
、
交
通
量
の
増
大
が
見
込
ま
れ
な
い

こ
と
、ま
た
、農
産
物
の
物
流
及
び
人
の
交
流
の
改
善
は
小
さ
く
、あ

ま
り
地
域
経
済
の
発
展
が
期
待
で
き
な
い
。
鋼
ト
ラ
ス
橋
の
工
事
費

が
高
い
割
に
は
、
裨
益
効
果
程
度
は
小
さ
い
。

裨
益
人
口
及
び
交
通
量
の
増
大
は
中
位
程
度
で
あ
る
。
ま
た
、
農
産

物
の
物
流
及
び
人
の
交
流
の
改
善
に
よ
り
、
地
域
経
済
の
発
展
が
期

待
で
き
る
た
め
、
裨
益
効
果
程
度
は
中
位
で
あ
る
。

裨
益
人
口
及
び
交
通
量
の
増
大
は
中
位
程
度
で
あ
る
。
ま
た
、
農
産

物
の
物
流
及
び
人
の
交
流
の
改
善
に
よ
り
、
地
域
経
済
の
発
展
が
期

待
で
き
る
た
め
、
裨
益
効
果
程
度
は
中
位
で
あ
る
。

裨
益
人
口
が
多
い
こ
と
、か
な
り
の
交
通
量
の
増
大
が
見
込
ま
れ
る
こ

と
、更
に
農
産
物
の
物
流
及
び
人
の
交
流
の
改
善
に
よ
り
、 か
な
り
の

地
域
経
済
の
発
展
が
期
待
で
き
る
た
め
、
裨
益
効
果
程
度
は
大
き
い
。

裨
益
人
口
は
中
位
程
度
で
あ
る
が
、
道
路
が
未
整
備
な
た
め
、
交
通
量

の
増
大
、農
産
物
の
物
流
及
び
人
の
交
流
の
改
善
の
程
度
及
び
地
域
経

済
の
発
展
の
度
合
い
が
未
定
で
あ
り
、 裨
益
効
果
程
度
は
判
断
し
難
い
。

裨
益
人
口
及
び
交
通
量
の
増
大
は
中
位
程
度
で
あ
る
。
ま
た
、
農
産

物
の
物
流
及
び
人
の
交
流
の
改
善
に
よ
り
、
地
域
経
済
の
発
展
が
期

待
で
き
る
た
め
、
裨
益
効
果
程
度
は
中
位
で
あ
る
。

裨
益
人
口
及
び
交
通
量
の
増
大
は
中
位
程
度
で
あ
る
。
ま
た
、
農
産

物
の
物
流
及
び
人
の
交
流
の
改
善
に
よ
り
、
地
域
経
済
の
発
展
が
期

待
で
き
る
た
め
、
裨
益
効
果
程
度
は
中
位
で
あ
る
。
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（2）要　員

　　DOLIDAR の要員は下記のとおりである。

所属・職位

局　長

部　長

上級技師（技師、土木技師、一般技師）

副秘書（管理）

技師、土木技師、一般技師

農業エコノミスト補助員

農業技師補助員

社会学エコノミスト

財務管理者

部局管理者

法律顧問

副管理者

会計管理者

外国人技師（技師、土木技師、一般技師）

機械技師

電気技師

製図工

コンピューター・オペレーター

管理スタッフ

運転手

合　計

　備　考　人　数

1

3

8

1

24

1

1

1

1

1

1

5

3

5

1

1

4

3

3

11

76

No.

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

（3）予　算

1）DOLIDAR 及び各郡の予算

　　DOLIDAR及び今回調査対象となる 5郡（シンドゥパルチョーク、カブレ、ラメチャッ

プ、シンズリ、マホタリ）における、過去 5年間の建設及び維持管理に関する予算及び執

行額について、以下にそのデータを示す。なお、これらのデータは現地のコンサルタント

（SILT 社）が現地調査で入手したものである。
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2005/2006

12,448

420,000

NA

180,300

299,990

66,515

310,000

301,000

1,590,253

2006/2007

15,537

440,000

NA

198,034

400,000

66,893

600,000

497,985

2,218,449

2004/2005

8,832

152,004

NA

243,000

464,200

83,074

NA

NA

951,110

項　　目

定期的支出

地方水道・公衆衛生プ

ロジェクト

地方再建・改善プロ

ジェクト

吊り橋・地方道・橋梁

RAP〔英国国際開発省

（DFID）による〕

DRSP（SDCによる）

RAIDP

（世界銀行による）

DRILP（ADBによる）

合　　計

2007/2008

（予算）

16,607

471,155

800,000

299,602

299,990

88,267

779,593

767,765

3,522,979

備　考

a）DOLIDAR

（単位：1,000NRs）

2004/2005

NA

NA

NA

NA

NA

2005/2006

（執行額）

674.34

NA

NA

3,248.00

7,984.95

11,232.95

2003/2004

NA

NA

NA

NA

NA

項　　目

地方道路及び橋梁

道路局（DOR）

地方道路維持基金

郡道路部予算

郡及び地方道

合　計

2006/2007

（修正予算）

1,600.00

NA

NA

13,497.00

1,600.00

15,097.00

備　考

b）シンドゥパルチョーク郡

（単位：1,000NRs）

2007/2008

（予算）

1,000.00

NA

NA

18,666.00

19,500.00

38,166.00

2004/2005

NA

NA

NA

NA

NA

2005/2006

（執行額）

0.00

2,871.94

1,427.11

11,999.08

844.00

17,142.13

2003/2004

NA

NA

NA

NA

NA

項　　目

橋梁（含吊り橋）

DOR

地方道路維持基金

郡道路部予算

農業及び地方道路

合　計

2006/2007

（修正予算）

1,000.00

2,248.80

1,125.00

23,636.02

14,500.00

42,509.82

備　考

c）カブレ郡

（単位：1,000NRs）

2007/2008

（予算）

2,500.00

5,000.00

3,000.00

16,606.00

40,000.00

67,106.00
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2004/2005

NA

NA

NA

NA

NA

2005/2006

（執行額）

12,451.00

0.00

1,151.00

21,600.00

NA

35,202.00

2003/2004

NA

NA

NA

NA

NA

項　　目

地方部及び農道

DOR

郡道路維持基金

郡道路支援プログ

ラム

地方道路

合　計

2006/2007

（修正予算）

19,500.00

0.00

1,000.00

3,200.00

NA

23,700.00

備　考

d）ラメチャップ郡

（単位：1,000NRs）

2007/2008

（予算）

25,400.00

0.00

0.00

18,666.00

NA

44,066.00

2004/2005

NA

56,000.00

NA

NA

NA

56,000.00

2005/2006

（執行額）

NA

NA

NA

NA

NA

2003/2004

NA

NA

NA

NA

NA

項　　目

橋　梁

DOR

地方道路維持基金

DRSP基金

農業及び地方道路

合　計

2006/2007

（修正予算）

28,750.00

7,750.00

8,000.00

132,920.00

NA

177,420.00

備　考

e）シンズリ郡

（単位：1,000NRs）

2007/2008

（予算）

59,250.00

20,000.00

20,000.00

203,000.00

NA

302,250.00

2004/2005

500.00

―

2,000.00

12,100.00

14,600.00

2005/2006

600.00

2,100.00

5,000.00

13,000.00

20,700.00

2003/2004

500.00

―

2,000.00

10,500.00

13,000.00

項　　目

橋梁（含吊り橋）

DOR

郡道路部予算

郡開発委員会基金

合　計

2006/2007

600.00

1,000.00

5,000.00

90,000.00

96,600.00

備　考

c）マホタリ郡

（単位：1,000NRs）

2007/2008

（予算）

800.00

500.00

4,000.00

160,000.00

165,300.00
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・ウダヤプル セメント工場（日本の有償資金協力で建設）

・ ヘタウダ セメント工場

　　そのほかに、民間企業が下記の 5つのセメント工場を保有している。

・ ジャガドゥバ セメント工場

・ ブリジ セメント工場

・ ビジャヤ セメント工場

・ ビショヲ ファルマ セメント工場

・ シャリマル セメント工場

　　また、これらの工場で生産されるセメントのほかに、インドとバングラデシュから

セメントを輸入している。2006 年における国内のセメント生産量は、19 万 4,723t で

あり、輸入セメント量を合わせると合計 43 万 5,593 t である。

b）鉄　筋

　　一般的に、鉄筋はインド等の海外諸国から輸入している。しかし、ネパール国内に

は 7つの鉄筋製造工場があり、7～ 40mmの径の鉄筋を生産している。

c）骨材、砂、玉石

　　あらゆるタイプの骨材、玉石がネパール国内の河川及び採石場で入手が可能である。

クラッシャープラントで様々なサイズの砕石の生産が可能である。良質な砂は、多く

の郡で採石場及び河川で入手可能である。

d）瀝青、蛇篭鉄筋、型鋼

　　瀝青及び乳剤はインドから輸入しており、瀝青は企業によって輸入されている。同

様に、蛇篭鉄筋及び型鋼は、インドから輸入している。輸入量の制限がないため、あ

らゆる量のものが輸入できる。

e）木　材

　　木材は、ネパールのすべての郡で入手可能である。小規模な製材機は、すべての郡

で見られる。

f）鉄筋コンクリート管

　　パイプカルバートに使用される鉄筋コンクリート管を製造している工場がいくつか

ある。これらの工場では、100～ 900mmの鉄筋コンクリート管の製造が可能である。

　

２－６－４　現地施工業者の技術水準

（1）現地業者のランク分け

　　ネパールの民間建設会社は4つのランク分けとなっており、それぞれの会社数及び施工可

能な工事はおおむね次のとおりである。

・ Aランク 200 社 ：鉄筋コンクリート橋、トラス橋等の構造物も施工できる。

・B ランク 200 社 ：１部の会社は、橋梁等の構造物も施工できる。

・C ランク 1,000 社 ：道路工事等における土工事及びコンクリート工事が可能。

・Dランク 不　明：簡易な土工事。

（2）現地業者の技術水準

　　橋梁等の河川横断構造物の設計・施工に関するネパールのコンサルタント及び施工業者の



－ 57 －

技術水準は、下記のとおりである。

1） 上部工

a）鉄筋コンクリート橋（RC橋）

　　一般的には20m以下の小規模橋梁に適用する。スパン30mまで施工可能であるが、

ネパールでは、設計・施工可能なRC橋のスパンは 25mが最大である。

b）プレストレストコンクリート橋（PC 橋）

　20m以上のスパンの橋梁に多用される。スパン40mまで施工可能であるが、一般的に

は 30m以下が多い。ネパールでは、PC橋の実績は数橋あるが、外国のコンサルタン

ト及び施工業者による設計・施工であり、ネパールのコンサルタント及び施工業者で

は設計・施工は困難である。

c）鋼鈑桁橋

　　スパン30m前後の橋梁に多用される。ネパールでは、鋼鈑桁橋の実績はあるが、日

本を含む外国のコンサルタント及びコントラクターによる設計・施工であり、ネパー

ルのコンサルタント及び施工業者では設計・施工は困難である。

d）鋼トラス橋

　　スパン 50～ 100 ｍの橋梁に多用される。ネパールでは、スパン 60mまでであれば

現地のコンサルタント及び施工業者で設計・施工は可能である（実績あり）。ただし、

工事費が高くなるので、多くは採用されない。

2）下部工

　　鉄筋コンクリートによる一般的な形状の下部工（逆T式橋台及び橋脚）であれば、ネパー

ルのコンサルタント及び施工業者で設計・施工が可能である（実績あり）。

3）基礎工

　　ネパールでは、直接基礎形式がほとんどである。最近は、数は少ないがオープンケーソ

ン基礎、杭基礎が採用されており、ネパールのコンサルタント及び施工業者で設計・施工

は可能である。ただし、オープンケーソン基礎、杭基礎には採用の条件（深さ、玉石等の

制約）があり、現地のコンサルタント及び施工業者には多用されない。

4）その他

　　コーズウェイ及びボックスカルバートはネパールのコンサルタント及び施工業者で設

計・施工が十分可能である。

5）結　論

　　ネパールでのコミュニティ橋梁整備計画において、現地のコンサルタント及び施工業者

が設計・施工できる橋梁等の河川横断構造物は下記のとおりである。

・ 橋梁上部工：スパン 25mまでの鉄筋コンクリート橋（RC橋）（スパン 60mまでの鋼

トラス橋は設計・施工は可能であるが工事費が高いので、採用は困難である）。

・ 橋梁下部工：鉄筋コンクリートによる一般的な形状の下部工（逆T式橋台及び橋脚）

・ 橋梁基礎工：直接基礎

・ コーズウェイ

・ ボックスカルバート
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第３章　協力準備調査への提言等　

３－１　プロジェクトの直接・間接的効果

　ネパールの地方道・村道・農道は極めて劣悪である。今回の調査対象5郡におけるほとんどの

地域が首都カトマンズから100km圏内に位置しているにもかかわらず、多くの道路は未整備の悪

路となっている。特に、河川が車両の通行を妨げており、地域住民の移動を困難にしている。本

プロジェクトはこのような河川に対し、横断工の構造物を設けることにより、農産物の収穫・運

搬の効率化、沿線住民の教育・保健・医療施設などへの容易なアクセス、広域地方道路網として

の機能を強化することが期待される。

　

（1）直接効果

　　河川によって分断されていた地方道・村道・農道が河川横断工の整備により、車両の通行可

能日数が増加し、農産物や人の移動が容易になり、公共施設・学校・工場などへのアクセスが

向上するだけでなく、食料の確保と物流の拡大が行われる。

　　さらに、シンズリ道路へのアクセス道路として地方の道路機能が強化され、交通の利便性が

高まる。特に、地方における交通アクセスの改善は、雨期に孤立する多くの集落への教育・医

療・福祉等の社会サービス並びに郡開発委員会（DDC）や村落開発委員会（VDC）などの行政

サービスへのアクセス確立と向上をもたらす。

　　本プロジェクトによる直接裨益人口は、シンドゥパルチョーク郡約 30 万人、カブレ郡約 38

万人、ラメチャップ郡約21万人、シンズリ郡約28万人、マホタリ郡約55万人、合計約172万

人となる。

（2）間接効果

　　本プロジェクトは地方道路ネットワークの機能強化であり、地域活性化ばかりでなく、貧困

削減に資する。

　　さらに、今後のネパールの地方交通セクター事業のモデルともなるプロジェクトであり、し

かも過疎地の農村地域を活性化するために大きな貢献をなすものと考えられる。

（3）平和構築の視点からの効果

　　本プロジェクトを通じて、地方道路ネットワークを強化することによって、①紛争期間に停

滞したりダメージを受けた地方部インフラの整備、②国内格差の是正、③国としての一体化を

強化という点について、限定的ではあるがネパールの平和構築に対して一定の貢献が期待され

る。

　　また、これまで、地方部の開発は、非政府組織（NGO）等が中心となってスポット的な支援

が行われてきたところを、今後は地方分権化の推進と並行して、地方政府や地方の議会等の組

織が中核となって、コミュニティ開発を推進していく形態に移行していく流れにある。すなわ

ち、NGOではなく、地方政府が、住民のニーズを取りまとめて、調整し、サービスを提供する

役割を担っていくことになり、これは緊急援助から中長期的開発への円滑な移行という意味で

も重要であるうえ、住民の行政府に対する信頼の醸成という点で大きな意義をもつ。本プロ

ジェクトが、DDC や地方技術事務所（DTO）を関与させる形で、これらの組織の能力強化も
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狙って実施することで、緊急から開発への円滑な移行や、住民と行政府間の信頼醸成といっ

た、平和構築の重要な課題に対して、間接的に貢献することが期待される。

　　さらに、高度な技術を必要としない労働力については、地域の貧困層や被差別階層等の社会

的弱者を積極的に活用すれば、彼らの収入向上とコミュニティにおける関与機会の拡大につな

がる。

３－２　プロジェクト実施上の留意事項

３－２－１　調査工程（案）

　以下はコミュニティ開発支援無償で実施した場合の想定である。

（1）詳細設計段階

　　基本設計調査に基づき、コンサルタントは詳細設計を行う。作業期間は約4ヵ月と予測さ

れる。

（2）入札・契約段階

　　日本において入札参加資格事前審査が行われ、適切と判断された入札者が相手政府側と取

り交わす。作業期間は約 2 ヵ月と予測される。

（3）施工・資機材調達段階

　　日本国政府による工事計画の認証後、工事着手する。工期は河川横断工の数、構造物の規

模、資機材調達の状況、現場へのアクセス状況によって大きく変化するものであるが、過去

の例からコミュニティ開発支援無償の場合、約 15 ヵ月程度と想定した。

　　

　本プロジェクト実施にあたっては、限られた工期内に完了させるため、同時期に複数の建設工

事現場を実施することとする。各郡において全体調査期間を21ヵ月（4＋2＋15＝21）と考え、

1 又は 2 本の路線を実施した場合の全体実施スケジュールを図３－１に示す。
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３－２－３　調査実施上の留意事項

（1）地方における道路・橋梁整備の留意事項

　　本調査において、各郡における道路優先順位を選定したが、選定にあたっては、道路が既

に整備されている、又は2、3年以内に整備される路線としている。スイス開発協力庁（SDC）

の作成したDRSP PhaseⅢのプログラムに沿ってDDCは道路を整備しているはずであるが、

建設機械を使用しないで工事を進めているため工期が遅れがちである。もし工期が遅れ、道

路整備が計画どおり進捗していない場合、河川横断工の現場にアクセスできないおそれがあ

る。

　　したがって調査を実施する前、道路整備の実施を十分確認したうえで現地に乗り込む必要

がある。

（2）監督省庁の留意事項

　　本件の監督省庁はDOLIDARであるが、組織が設立されて日が浅いため人材不足であり、

行政能力が不足している。このため、現時点では現場における直接の実施機関DDCに対し

的確な指導がされてないように思われる。

　　したがって調査の迅速な実施のためには、DOLIDARが行わなければならない行政事務処

理、手続きについても適宜助言を行う必要がある。

（3）自然条件調査の留意事項

1）測　量

　　河川横断工の計画・設計に必要な地形測量データがないため、現場にて実施することが

必要であり、前もって基準点、座標などのデータを入手する必要がある。

2）地質ボーリング調査

　　コーズウェイなどの構造物であれば地質ボーリング調査は不要であるが、橋梁の場合、

橋台・橋脚の位置で支持層を確認するための地質ボーリング調査をする必要がある。

3）水文・河川調査

　　本件では最も重要な調査は水文・河川調査である。乾期と雨期の降雨量が大きく変化す

るため、構造物の計画・設計に大きな影響を及ぼすからである。最大降雨量、河川流量、

流速、高水位高の予測を行い、安定河道幅員、橋梁桁下高、橋梁スパン長などの検討に必

要なデータを入手する必要がある。

4）砂防調査

　　ネパールの地形・地質は急峻でもろいため、崖崩れが頻発している。そのため、洪水時

には多くの巨石が流出しており、本調査対象河川横断工が位置する河川にも多くの岩石・

転石が存している。河川横断工として橋梁を選定した場合は、これらの転石が洪水時に橋

台及び橋脚に衝突する影響を調査・解析する必要がある。また、ヒューム管付きコーズ

ウェイを選定した場合は、これらの転石がヒューム管等に詰まる可能性（危険性）を検討

する必要がある。したがって、砂防専門家による渓流調査、危険度地域調査等を実施する

必要がある。

5）材料調達調査

　　ほとんどの現場が山岳地帯にあり、交通アクセスの不便な地に位置するため、建設用の
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材料調達は十分検討し、経済的かつ迅速に現場へ搬入できるように前もって調査すること

が肝要である。

（4）河川横断工の設計上の留意事項

　　日本であれば、車両転落防止を防ぐ防護柵、盛土崩壊を防ぐ植生工、夜間走行のための

道路照明などを設けるが、本件はネパールの仕様に従い、これらの道路付帯施設を検討す

ることとする。なお、河川横断工としてコーズウェイを選定した場合は、高欄、照明、添

加物等の付属物は設置できない。

　　その一方で、日本ではあまり見られないチェックダム（床固め工）を採用することは賢

明と思われる。これは河床浸食防止、構造物の洗掘防止に役立つ工法で、ネパールの現場

に非常に有効である。

（5）河川横断工の設置位置・形式選定の留意事項

　　ネパールの河川は大規模で河川敷も広大なため、河川横断工をどこに設けるかが大きな

問題である。アクセス道路に対し近距離であること、河川に直角であること、沿線住民に

利用しやすいことなどが一般的に河川横断工の位置を決定づける。しかしそればかりでは

なく、更に現場の地形、交通状況、河道幅員などを十分検討したうえで決定することが望

まれる。

　　また、河川敷が広く、自然堤防の位置が不明確なため、河川横断工の幅員を決定するこ

とも難しく、それに伴い、橋梁又はコーズウェイの構造物形式選定をすることが難しく

なっている。建設工事費及び現地住民、DDCの意見なども加味し、多方面から検討したう

えで形式選定をすることが求められている。

（6）橋梁形式の留意事項

　　橋梁形式は建設工事にあたっての技術力、建設工事費に大きな影響を及ぼすことから十

分な検討が必要である。本件ではネパールの技術力を考慮した形式とすべきである。すな

わち、PC 橋梁や鋼製橋梁は現地による製作は困難なので RC 橋梁が採用されることにな

る。なお、RC橋梁はネパールでは 25mまでは実績があるが、それ以上のスパンの橋梁で

は、鋼トラス橋（最大スパン 50m）となる。ただし、トラス部材の製作は困難なので、第

三国からトラス部材を輸入し、現地で組み立てることになる。

（7）コーズウェイ形式の留意事項

　　ネパールの河川は河床勾配が急なため、上流の山から流出した岩石・転石はかなり大き

い。なかには巨石も見受けられる。このため、ヒューム管を用いたコーズウェイは損傷し

やすく、コーズウェイ形式の選定にあたっては、周辺の地形や河川の流量・流速などを十

分検討したうえで決定することが望ましい。

（8）現場施工の留意事項

　　ネパールの多くの地域では 6～ 8月は雨期となり、1年中の雨量の約 65％がこの 3ヵ月

の期間に降るため降雨強度が極めて大きい。したがって、この3ヵ月間は現場における建
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設工事が難しく、事故も発生することが予想されるので、この期間は詳細設計期間、入札・

契約期間又は施工の準備期間にあてることが望ましい。

（9）維持管理の留意事項

　　本プロジェクトで想定される河川横断工はコンクリート製になるため維持管理のメンテ

ナンス業務は小さいといえる。しかし、橋梁であれば橋台、橋脚の洗掘状況、不等沈下、

目地の劣化、排水口の詰まりなどをチェックすることが必要であり、ヒューム管付きコー

ズウェイであれば土砂による目詰まりを除去するなどのメンテナンスが必要である。さら

に、雨期には上流から巨石が流出してくることも予想され、定期的及び災害後の維持管

理・修復への対応は必要となる。

（10）他ドナーとの留意事項

　　本件は、現在スイスの援助で進められている DRSP Phase Ⅲと密接な関係を有する。

DRSPによって地方道の整備が行われ、その道路が整備されたうえで、本調査による河川

横断工が計画されることになっている。したがって、DRSPの進捗状況を十分把握したう

えで本件を実施することが求められている。

（11）積算上の留意事項

　　積算にあたっては、現地資器材の単価、現地コンサルタント要員の人件費及び現地施工

要員の人件費等を十分に調査する必要がある。また、最近はガソリンの値上がりが激し

く、諸資器材が高騰しており、過去の積算事例が適用できない状況になっている。した

がって、積算にあたっては、人件費も含めた実際の市場価格を十分に調査することが必要

である。

（12）現地コンサルタントが作成した報告書

　　本調査に引き続いて現地コンサルタントによりインベントリー調査等が行われており、

その成果が十分活用されることが望まれる。

（13）紛争予防配慮としての留意事項

　　ニーズにすべて対応することは不可能なので、日本の支援対象として選定されるところ

とそこから外れるところが出てくる。選定基準や選定プロセスについて、工事着手に先

立って住民に対して開かれた形で説明することが、特に対象から外れたところの近隣の住

民からの不満が噴出しないためにも重要。特に、ネパールは、カーストや支持政党、マオ

イストの被害の大小等、様々に異なるコミュニティが混在していて、これら異なるグルー

プ間に対立感情が存在する場合もある。したがって、選定の際、これら社会的側面も留意

するとともに、もしも技術的な条件や制約から、選定結果が社会的な側面からみると若干

偏った場合には、その点について住民が理解できるように説明を行うことが肝要。

　　また、工事の実施にあたっては、SDC等が実施しているように、高度な技術を必要とし

ない労働力については、DDCやVDCを通じて参加型を慫慂し、地域の貧困層や被差別階

層等の社会的弱者を積極的に活用することで、彼らの収入向上とコミュニティにおける関

与機会の拡大につなげることを心がける。
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別紙１．ネパールの民主化と平和構築推進のための支援の方向性（案）

ネパールの民主化と平和構築推進のための支援の方向性（案）

2008 年 5月 21 日

JICAプロジェクト形成調査団

１．現状認識

　2008 年 4月 10日に制憲議会選挙が実施され、マオイストが最多得票をした。暫定憲法によれ

ば、5月28日までに議会が開催されることとなっている。過半数を確保できなかったもののマオ

イストが大躍進した背景には、選挙活動中の脅しなど不正行為を差し引いたとしても、これまで

の政権に対する国民の不満と国を変えていきたいという意思の現われと考えられる。

　制憲議会選挙は、民主化プロセスの始まりに過ぎず、このあと憲法制定、総選挙の実施、新政

権の発足と重要なイベントが控えており、これらが成功裏に執り行われなければ、ネパールの民

主化が進展したことにはならない。国際連合ネパール支援団（UNMIN）の派遣期限が7月中旬に

終了することになっており、関係者からの聞き取りによると延長の可能性は低いとのこと。

UNMINと異なるマンデートを有する国連ミッションの派遣の可能性はあり得る。今後控えてい

る重要な政治イベントを進めていくための、国連の動向を含めたドナー側とネパール政府の体制

（委員会の設置、定期会合の開催等）に注視し、タイムリーに情報を収集しつつ適切な支援を実

施していくことが望ましい。

　並行して、治安分野の民主化いわゆる治安分野改革（SSR）もネパールの中長期的安定には不

可欠であるものの、特に国軍改革やPLA兵士の統合・社会復帰については、インドの意向を大き

く受けているという情報もあり、いまだオープンな形で議論が行われていない。国軍は現在9万

5,000人あまりの兵士をかかえるが、国の規模を考えるとその半数程度が適正という情報もある。

今般選挙でマオイストが第1党になったことから、少なくとも、カントンメントに収容されてい

る PLA兵士の処遇については具体的な議論が進むことが期待される。

　一方、紛争期間に停滞、あるいはダメージを受けた地方部の復興もネパールの安定を考えるう

えで重要な課題である。道路等インフラについては、そもそも紛争前から地方においては開発が

遅れていたのが、紛争により更に開発が停滞したうえ、破壊されたものもある。国内のネット

ワークを構築し、国としての一体化を強化するためにも、これら地方部のインフラの開発は、ネ

パールの平和構築を考えるうえでも重要である。また、コミュニティ開発等の取り組みについて

は、紛争中や紛争後に非政府組織（NGO）等を中心に進められてきていたが、これら個別に進め

られてきたコミュニティ開発を、標準化・システム化し、地方政府がコミュニティに対して公共

サービスを提供できるようにしていくことが喫緊の課題である。国民は、自分たちにサービスを

提供してきたのは政府ではなく支援団体であるという意識をもっているので、それを、今後進む

民主化プロセスに合わせて、自分たちが参加して選んだ政府が、自分たちへの公共サービスを提

供しているという認識をもっていくことが、中長期的な国家の安定には不可欠である。また、ネ

パールにおいては国内格差が問題となっているため、その是正という観点からも、地方の開発は

重要である。加えて、ネパールの場合には同じコミュニティに様々なグループ（政党、民族、カー

スト、社会的弱者等）が共存していることから、コミュニティ内の和解・調停能力を高めること

もニーズとして想定される。
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（2） 中央・地方の立法府・行政府の設置への支援

　　議員、国会事務局に対して、国会運営、憲法に関する本邦研修を検討する。

（3） 民法整備・法へのアクセス支援

　　日本での民法運用方法の視察研修、ネパール側が準備中の民法ドラフトに関しての日本人専

門家からの助言、地方裁判所への普及、裁判所運営に関する支援の可能性について関係課題部

や専門員と相談しつつ検討する。

（4） メディア支援

　　メディア従事者を対象とした、制憲議会レポート方法、憲法制定プロセス、地方分権化セミ

ナー、地方ラジオ従事者への研修を検討する。

（5） SSRへの支援

　　国軍改革、警察改革、PLA兵士の統合・社会復帰が、ネパールの中長期的安定には必要。当

該分野における政治合意が形成され、国軍を対象としたDDRや、PLA の統合・社会復帰が実

施される場合には、文民化する兵士（国軍、PLAともに）への技能訓練の提供を検討するとと

もに、後段の地方政府や関係コミッティーの能力強化を通じて、中期的に元戦闘員へ支援を行

う仕組みづくりを構築する。

〈地方開発〉

（6） 地方部のインフラの開発

　　今般派遣されたプロジェクト形成調査の結果を踏まえ、地方部の橋梁を整備し、地方部のア

クセスを向上させる（詳細はプロジェクト形成調査団報告を参照）。

（7） 地方政府・コミッティーの能力強化

　　国連開発計画（UNDP）が中心となり、その他国連機関や英国国際開発省（DFID）などのド

ナーと共同で「Local Governance and Community Development」という 4 年間のプログラムを

策定し、実施するための準備を進めているところである。これは、アフガニスタンにおける

National Solidarity Program（NSP）のように、紛争中あるいは紛争後の緊急援助的なアプロー

チを、中長期的な開発を踏まえたアプローチに移行していく際にみられる協力であるが、開発

プロジェクトを推進していくための地方レベルにおける組織構築と行政能力の強化を、実際の

案件実施と組み合わせた協力プログラムである。

　　上記橋梁整備支援を含め、地方部において協力を展開する際には、可能な限り地方政府やコ

ミッティーと協力し、技術面はもちろんのこと、これら組織の行政能力の強化も図る。地方選

挙が実施されるまでは、現行のシステム〔郡開発委員会（DDC）が設置され、暫定的に実質上

の責任者は CDO と LDO〕が当面継続すると考えられる。

（8） 開発の遅れた地域・社会的弱者を対象とした支援

　　紛争の影響が大きく、開発の遅れた極西部や、マージナライズされてきたマデシ勢力の多い

タライ地域の開発は、ネパールの中長期的安定には不可欠である。当該地域の治安状態を確認
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しつつ、協力できる状況になった場合には、他の地方部で実施した経験を生かした協力を展開

する。

　　IDP、紛争犠牲者、児童兵、障害者、元戦闘員等については、平和復興省が登録を管轄し、

地方政府を通じて支援パッケージの配布を実施している。しかしながら、登録データの管理

や、適切な支援の分配、中長期的な支援が必要な者への支援の検討等は行われていないように

感じられる。これら社会的弱者が多い県を選択し、対象県の地方政府・関係コミッティーの、

社会的弱者支援の能力を強化する。その際、平和復興省や社会福祉省等、関係中央省庁とも協

力する。

　　女性や低カースト等、紛争に直接的に関係しないと考えられている社会的弱者についても、

上記のようなアプローチで、地方政府や関係コミッティー強化を通じた、ネパール政府による

中長期的な社会的弱者支援の実施を模索する。

（9） コミュニティにおける和解・調停能力の向上

　　JICAは、インドネシアのマルク州において、現地のNGOと大学を活用し、村レベルでの和

解・調停能力の向上のためのマニュアルの開発と、それを活用した村人に対する研修を実施し

ている。ネパールにおいても、当該分野で有効に活動しているNGO 等があれば、地域を選択

して同様の協力を行うことを検討する。地域開発や社会的弱者支援等の事業に、このような和

解・調停能力向上のコンポーネントを含めるという協力形態も考えられる。インドネシア・マ

ルクで策定したマニュアル（英語）の活用や、同じような課題を抱える、マルク、アチェ、ミ

ンダナオ等紛争影響地域の JICA 事業関係者間で、コミュニティの和解・調停能力を高めるた

めの支援策のあり方を議論することを目的とした域内ワークショップの開催等も検討できる。

なお、草の根技術協力「実践的平和教育を通じた若者のエンパワーメント・プロジェクト」が

今年度開始されることとなっており、同事業の活用、あるいは同事業の実施機関となる現地

NGOを活用して、コミュニティにおける和解・調停能力の向上のための協力を行うことも検討

できる。

３．平和構築アセスメント（Peacebuilding Needs and Impact Assessment：PNA）

　今般調査団派遣に先立ち、赤松企画調査員がネパールの国レベルPNA2008年5月版を取りまと

めた。同書には、現在のネパールの平和構築に係る課題について包括的にまとめられている。今

後、ネパールの平和構築を考えるうえで重要となってくると考えられる事項は、①民主化プロセ

ス（政治イベント）の進捗、②平和復興省の動き・各種平和委員会の設置、③ IDP・紛争被害者

の登録作業の結果、④ PLAの統合・社会復帰問題、⑤ SSRの進捗等が考えられる。これら注目

事項の動向を定期的にモニタリングするとともに、これ以外の政治、社会、経済、治安等の分野

の不安定要因と安定要因についても取りまとめて情報共有していくことを提案する。

　あわせて、紛争予防配慮としてあげられている、①社会的包摂、②グッドガバナンスへの支援、

③民主化プロセスへの貢献、④政治的中立性の確保、⑤社会的経済的格差と不調和の是正につい

ては、JICAが協力を実施する際の横断事項として認識し、これら諸点については、すべての事業

に関して勘案（ネガティブチェック、可能であればポジティブに貢献）していくことが望まれる。

具体的な方策としては、事業の対象住民に対するパブリック・ヒアリングの実施や、事業に先立

つソーシャル・プリペアレーションの実施を通じた、事業についての透明性の確保や政治的中立
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性の表明等も含まれる。

　また、今後のネパールの平和構築にとって鍵となるタライ地域や、JICAが厚く事業を展開して

いるシンズリやポカラ地域を対象とした紛争分析（今般選挙の結果、治安動向、注視すべきス

テークホルダーの抽出）も順次実施していく。
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